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（２）リスクへの的確な対応

（中期目標）

異常渇水、大規模地震等不測の事態に対するリスク管理体制を確立し、日頃か

ら危機的状況を想定し、訓練等を実施することで、危機的状況の発生時には的確

な対応を図ること。

（中期計画）

リスク管理体制の整備を図るとともに、異常渇水、大規模地震等に備えた対策

を強化する。

（中期目標期間における取組）

リスクへの的確な対応■

取組内容は、１．（２）①～③（Ｐ．１０２～Ｐ．１３８）に記載のとおりである。

中期目標期間における達成状況

達成状況については、１．（２）①～③（Ｐ．１０２～Ｐ．１３８）に記載の

とおり実施したところであり、中期計画に掲げる目標については、本中期目標期

間中、着実に達成できたものと考えている。
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（２）リスクへの的確な対応

①リスク管理体制の整備

（中期目標）

異常渇水、大規模地震等不測の事態に対するリスク管理体制を確立し、日頃か

ら危機的状況を想定し、訓練等を実施することで、危機的状況の発生時には的確

な対応を図ること。

（中期計画）

各業務に係るリスクの洗出しと類型化を実施し、それを踏まえ規程を整備する

とともに、リスク管理委員会（仮称）を設置するなどリスク管理体制の整備を図

る。

（中期目標期間における取組）

リスク管理体制の整備■

安全で良質な水を安定して安く供給するという機構のミッションの達成を阻害する

課題として、大きなものとしては、洪水対応、渇水対応、機構施設の破損事故対応、

機構施設上流の水質事故対応等がある。それらのケースを想定し予め策定してある防

災業務計画等に則り、現場内、現場－本社間での速やかな情報伝達と理事長への報告、

案件に応じた本社からの指示により、当該リスクによる被害の発生の未然防止を図る

リスク管理体制を整備している。

平成２０年度には、これまでのリスク管理の対応状況を踏まえ、リスク管理体制の

確立を図るため、リスク管理に係る検討プロジェクトチーム及びワーキンググループ

等を組織し、各業務に係るリスクの洗出しと類型化を実施することを通じて、リスク

管理に関する基本規程を制定し、これに基づき、リスク管理の実効性の確認、リスク

対応の指示及び審議を行う組織として、リスク管理委員会を設置した。これにより、

仮に予想していなかった新たなリスクが発現するおそれが生じた場合であっても、速

やかにリスク管理委員会の開催、対策本部の設置、当面の執るべき措置の決定などを

行うことができるような仕組みを整えた。

このリスク管理委員会が機能することにより、本中期目標期間中においては、平成

２１年５月に新型インフルエンザの国内感染が確認された際には、水機構新型インフ

ルエンザ対策本部を設置し、連絡体制の整備、感染防止対策の徹底等を実施し、また

数度にわたって北朝鮮による不測の事態が懸念された際には、安全対策の徹底等を実

施するなど、的確な対応を執ることができた。
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中期目標期間における達成状況

リスク管理に関する基本規程を制定し、これに基づき設置したリスク管理委員

会を機能させることにより、新たに認知されたリスクに対応し、リスク管理に係

る計画を制定するなど、的確に対応しているところであり、中期計画に掲げる目

標については、本中期目標期間中、着実に達成できたものと考えている。
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（２）リスクへの的確な対応

②異常渇水、大規模地震等に備えた対策の強化

１）耐震性能の強化

（中期目標）

異常渇水、大規模地震等不測の事態に対するリスク管理体制を確立し、日頃か

ら危機的状況を想定し、訓練等を実施することで、危機的状況の発生時には的確

な対応を図ること。

（中期計画）

ダム・水路等施設等の耐震性能の向上を図り、安全性に係る信頼を高めるため

に、大規模地震に対する耐震性能照査を実施し、必要に応じて対策を実施する。

（中期目標期間における取組）

耐震性能の強化■

１．ダム等施設

平成１９年から平成２２年までにおいて、旧吉野川河口堰、今切川河口堰について、

東南海・南海地震に対する耐震性について、第３者からなる「旧吉野川河口堰等耐震

検討委員会」の指導を得て、照査を実施するとともに、津波発生時におけるゲート操

作方法について検討を行った。照査の結果、両河口堰ともに堰柱等において必要な耐

震性を有していることが確認された。しかし、今切川河口堰においては、予備発電機

室の耐震性が不足していたため、平成２１年度に今切川河口堰の予備発電室の耐震補

強工事を実施した。

最新の知見に基づき耐震性能照査を実施するダムは、河川管理施設等構造令に基づ

く耐震設計により安全性が確認されている。近年、大規模な地震動が各地で観測され

たため、将来にわたって想定される最大級の強さを持つ地震動に対してダムの耐震性

能照査を実施するものである。平成２４年に管理ダム２２ダムに対して、現時点で想

定される最大の地震動について検討を行った。また、一部のダムについて、ダム堤体

の照査に着手した。

写真－１ 耐震補強工事の状況
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２．用水路等施設

施設の耐震性能の向上を図り、安全性に係る信頼を高めるために、大規模地震に対

する耐震性照査を３水路施設（木曽川用水、利根導水、北総東部用水）で実施し、第

三者委員会の指導を得て、対策の方向性を検討した。

また、耐震補強等を６水路施設（群馬用水、豊川用水（二期）、両筑平野用水（二

期）、福岡導水、木曽川用水、三重用水）で実施した。このうち、群馬用水及び福岡

導水では施設の安全性向上を図り、事業完了した。

中期目標期間における達成状況

ダム等施設においては、南海・南海地震に対する耐震性について、２河口堰に

おいて委員会の指導による耐震性照査を実施し、建屋の耐震補強工事を実施した。

また、管理ダム２２ダムにおいて、最新の知見に基づく耐震性能照査を開始した。

用水路等施設については、大規模地震に対する耐震性照査を３水路施設で実施

し、第三者委員会の指導を得て対策の方向性を検討した。また、耐震補強等を６

水路施設で実施した。

これらの取組を実施しており、、中期計画に掲げる目標については、本中期目

標期間中、着実に達成できたものと考えている。
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（２）リスクへの的確な対応

②異常渇水、大規模地震等に備えた対策の強化

２）危機管理対策の強化

（中期目標）

異常渇水、大規模地震等不測の事態に対するリスク管理体制を確立し、日頃か

ら危機的状況を想定し、訓練等を実施することで、危機的状況の発生時には的確

な対応を図ること。

（中期計画）

リスク管理体制の整備を図るとともに、異常渇水、大規模地震等に備えた対策

を強化する。

（中期目標期間における取組）

危機管理対策の強化■

１．可搬式海水淡水化装置の運用試験

（１）職員による直営化に向けた運用

①防災訓練への参加等

機構では、従来より機構施設の供給エリアにおいて、渇水や施設の被災等により水

道水が供給不可能となった場合に備え可搬式海水淡水化装置を保有している。

職員による直営化に向けた操作訓練や、徳島県と連携して防災訓練において装置を

稼働し、職員の操作技能の向上を図るとともに、装置を用いた給水支援について関係

自治体等へＰＲを行った。

H20. 9. 1：徳島県総合防災訓練（阿南市）への参加（飲料水供給訓練）

H21. 9. 1：徳島県総合防災訓練（美馬市）への参加（飲料水供給訓練）

H22. 2. 6：徳島県国民保護共同実働訓練（鳴門市）への参加（飲料水供給訓練）

H22. 9. 1：徳島県総合防災訓練（海陽町）への参加（飲料水供給訓練）

H23.10.23：近畿府県合同防災訓練（徳島県小松島市）への参加（パネル展示）

H24. 9. 1：徳島県総合防災訓練（美馬市）への参加（パネル展示）

②給水支援活動

１）茨城県桜川市

平成23年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震において、霞ヶ浦用水施設等が被

災し、応急復旧が完了するまでの間、利水者に対する用水供給を全面的に停止せざる

を得ない状況となり、一部地域で断水が生じた。このため、直ちに旧吉野川河口堰管

理所（徳島県）に保管していた装置を茨城県まで約800kmの緊急輸送を行い、茨城県企

業局との協議により、断水被害の大きい桜川市に搬入し、地域への飲料水の給水を行

った。給水活動は施設の応急復旧が完了し、浄水場からの供給体制が復旧するまでの

９日間行い、約115m3（約3万8千人分の飲料水※に相当）の給水を行った。

※1日に必要な飲料水3L/人

２）東京都小笠原村父島
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小笠原諸島では、平成23年1月から少雨傾向が続き、ダム貯水率が平年に比べ大幅に

低下し、31年ぶりの大渇水に見舞われた。小笠原諸島は平成23年6月に世界遺産に登録

され、夏休み期間中には観光客が例年より増加することが見込まれていた。そのため、

小笠原村からの支援要請を受け、平成23年7月～8月に給水支援を行った。

運用開始にあたり、9日間にわたり6名の職員を派遣し、小笠原村職員への維持管理

方法等の技術指導を行った。技術指導後は、小笠原村による装置運転・維持管理が行

われ、41日間にわたり24時間連続運転を実施し、その間約1,500ｍ3の給水を行った。

３）宮城県女川町

宮城県女川町沖の有人離島である江島には、本土にある女川町の浄水場から海底送

水管により、同じく有人離島である出島（いずしま）を経て水道水が供給されていた

が、出島と江島間の海底送水管が東北地方太平洋沖地震による津波で破損したため、

江島には水道水を供給できない状況となった。このことより、女川町からの支援要請

を受け、江島の受入体制が整った平成23年9月から可搬式海水淡水化装置による給水支

援を開始し、生活用水を確保するための支援を行った。

運用開始にあたり、8日間にわたり、延べ16人の職員を派遣し、装置の組立、運転調

整、女川町職員への運転方法やメンテナンスの技術指導を行った。また、支援長期化

に備え、その後も支援体制を組み続け、毎日の運転データ監視や月1回の装置の定期点

検のほか、機器故障等のトラブル発生時には、即座に現地に出向き復旧を行うなど、

生活用水安定供給のための支援を行った。給水支援は水道が復旧した平成25年3月まで

継続し、その間約7,000m3の給水を行った。
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桜川市給水支援（全景） 小笠原村給水支援（技術指導）

女川町給水支援（全景） 女川町給水支援（運転調整）

給水支援活動状況

（２）可搬式海水淡水化装置の追加配備

災害発生時等に故障等により装置が稼働できないリスクを回避し、確実に給水活動を

行うため、可搬式海水淡水化装置の追加配備を行った。

また、利水者数、水道用水給水量及び他のエリアへの移動時間を考慮して、関東ブロ

ックと中部ブロックにそれぞれ装置を配備し、危機管理対策の強化を図った。

新規可搬式海水淡水化装置
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（３）国土交通大臣表彰

平成24年7月には、茨城県桜川市、宮城県女川町の給水支援活動に対し、「東日本

大震災に際し、種々の困難を克服して、被災地域の復旧、被災住民の救助活動等を行

い、地域住民の生活と社会基盤の安定に功績のあった者」として国土交通大臣より感

謝状を授与された。

感謝状 表彰式

国土交通大臣感謝状

２．水輸送用バックの運用試験

異常渇水、大規模地震時等における活用を想定し、水輸送用バッグ（容量約1,000

ｍ ）について、全国的な水バッグの利用可能性の検討、モデル地区におけるケース３

スタディを行い、平成19年までの実証実験の結果も踏まえ、実用化に向けた利点と課

題について整理を行った。

水バックの利用可能性向上には、水バックの大型化による効率性の向上、水輸送単

価の低減が必要であり、今後更なる性能の向上と併せ、水バックの大型化に向けた検

討が必要となっている。

３．緊急時の水供給方策の検討

平成２０年度から２２年度にかけて、利根導水をモデルに大規模地震等により施設

が損傷し用水供給が不能となった場合を想定して、被災直後の水供給を行う方策を検

討した。この検討を進める中で仮設送水方法及び渇水時の緊急取水方法等として、可

搬式ポンプ車使用計画を作成した。
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仮設送水等検討事例

４．備蓄資機材の配備と活用

（１）備蓄資機材の配備

機構では、地震後の通水機能の早期確保と被害軽減に関する取り組みとして、平成２

１年度から２４年度までの間、仮設送水等を実施するための可搬式ポンプ設備（ポン

プ車60m3/分・30m3/分、パッケージ型ポンプ＋発電機＋ユニック）及び受注生産とな

○取水樋管閉塞時の仮設送水事例 ○他機関の施設を利用した仮設送水事例

・

○渇水時の緊急取水事例
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り製作に相当の日数を要する備蓄資材（鋼管φ3500～400等）の配備を行った。（図-１

参照）

可搬式ポンプ設備の配備にあたっては、当初、専用の大型車に搭載した設備を採用

し全国３拠点に配備する計画としていたが、東北地方太平洋沖地震やユーザー等から

の意見を踏まえ、輸送リスク（道路渋滞・寸断、燃料不足）の軽減や大小様々な被災

場所・規模形態での対応を可能とするため、平成２４年度からは小型のパッケージ型

ポンプに計画変更し、各ブロックで複数事務所に分散配備を行った。（図-２、写真－

１、２参照）また、パッケージ型ポンプについては、ポンプ稼働はもちろん、様々な

復旧作業で活躍できる発電機（45kva）及びユニック車（8t車ベース、2.9t吊クレーン

付）を組み合わせた配備とした。（写真－３、４参照）

また、備蓄資材の配備にあたっては、東北地方太平洋沖地震でこれまで想定してい

なかった空気弁等に被害が発生し、機材納入がネックとなり通水再開までに相当の日

数を要することを経験したことを踏まえて、空気弁等の追加配備を行った。（写真－５、

６参照）

図－１ 備蓄資機材の配備状況

図－２ 可搬式ポンプ設備の分散配備イメージ（参考）

H24年度末時点

パッケージ
型ポンプ

60m3/分 30m3/分 10m3/分

利根導水総合事業所 ● ● ● ● ● ●

千葉用水総合管理所 ● ● ● ●

霞ヶ浦用水管理所 ● ● ● ●

愛知用水総合管理所 ● ● ● ● ●

豊川用水総合事業部 ●

木曽川用水総合管理所 ● ● ● ●

三重用水管理所 ● ● ●

筑後川下流用水管理室 ● ● ● ● ●

両筑平野用水総合事業所 ● ● ●

香川用水管理所 ● ● ● ● ●

関東

中部

九州

ポンプ車事務所ブロック ユニック
（8t車、
2.9t吊）

発電機
（45kva）

備蓄資材

可搬式ポンプ設備

ポンプ車（60m3/分）

ポンプ車（30m3/分）

ポンプ車（60m3/分）

パッケージ型ポンプ設備
（20m3/分）

パッケージ型ポンプ設備
（20m3/分）

小型化し
管内施設
に分散

ポンプ車（30m3/分）

ポンプ車（60m3/分）

可搬式ポンプ設備の分散配備イメージ

各ブロック
60m3/分級×2台＋30m3/分
級×1台の計３台配備

現行計画 変更計画

各ブロック
可搬式ポンプ車：60m3/分級×１台＋30m3/分級×1台及びパッケージ型ポン
プ設備（10m3/分×2基＋発電機×2台＋ユニック車1台）×3組の配備に変更。

全体送水能力変更なし。

変更無し

変更無し

■総管 ■総管

▲管理所

パッケージ型ポンプ設備
（20m3/分）

●管理所

×３ブロック

可搬式ポンプ設備の見直しイメージ図

●事務所

●事務所

■事務所

▲事務所

ポンプ車1台を小型化し
複数事務所に分散配備

大型車両(22t車）

4tユニック車
パッケージ型ポンプ
発電機
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写真－１ ポンプ車（６０m3/分） 写真－２ パッケージ型ポンプ

写真－３ ユニック車（2.9t吊） 写真－４ 発電機（45kva）

写真－５ 備蓄資材倉庫（利根導水） 写真－６ 備蓄資材（利根導水）

（２）備蓄資機材の活用

平成２４年度までの配備期間中は、東北地方太平洋沖地震に伴う漏水出水対応や施

設の老朽化による漏水対応等により、ポンプ車は計２回（延べ１２６日間）及び備蓄

資材（継手補強材（内面バンド等））は計５回を利用し、通水機能の早期回復に寄与

することが出来た。

また、配備事務所においては、ポンプ車等の運転・操作訓練を実施し、緊急時の備

えを行った。
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具体的な取組事例

■千葉用水での備蓄資材利用事例

千葉用水では、東北地方太平洋沖地震により管内の水路施設から漏水事故が発

生した。このほかにも様々な箇所で漏水していることが想定されるため、利根導

水に配備している備蓄資材（口径毎の内面バンド等）を緊急配送し、あらゆる管

径からの漏水でも早期復旧を実現した。

写真－１ 管水路漏水事例

写真－２ 備蓄資材基地からの搬出 写真－３ 管水路漏水補修状況

■東総用水でのポンプ車利用事例

東総用水では、東北地方太平洋沖地震に伴う東京電力の計画停電の影響で、都

市用水へのポンプ供給の停止が懸念されたため、平成２３年３月１５日から７月

５日までの間、東総用水の東庄揚水機場にポンプ車を配備し、都市用水への用水

供給に備えた。
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■豊川用水でのポンプ車利用事例

豊川用水の野田第二支線（最大通水量約0.4m3/s）は、調整池の水位が高いと

きには自然取水が可能であるが、水位低下時にはφ400mmポンプ１台により送水

を行う設備である。平成２４年８月９日に調整池の水位低下によりポンプ送水に

切り替えたところ、ポンプ不具合が発生した。このため、緊急でポンプ車を輸送

し、平成２４年８月１２日から８月２４日までの間（１３日間）、ポンプ車によ

る必要水量の確保を行った。

写真－１ ポンプ車配置状況 写真－２ ポンプ設置状況

写真－３ 配管状況（給水槽側） 写真－４ 配水状況（吐水槽側）
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■備蓄資機材を活用した訓練

平成２３年度に引き続き、平成２４年１１月２２日に、利根導水総合事業所に

おいて、緊急利用が想定されるポンプ車の運転・操作訓練を実施し、緊急時に備

えた。（写真－１参照）

写真－１ 利根導水でのポンプ車操作訓練

中期目標期間における達成状況

可搬式海水淡水化装置は、職員の操作訓練、各地における給水支援活動を通じ、

職員による直営作業化による運営体制の確立が図られるとともに、装置の追加配

備による危機管理対策の強化が図られ、地震や異常渇水等の災害時における緊急

時の機動的な水供給手法の確立に向けて大きく進捗した。

大規模地震等に備えた水供給方策の検討を行い、可搬式ポンプ設備や鋼管等の

備蓄資材の整備を進めた。東北地方太平洋沖地震の被災等においては、備蓄資材

を活用し、通水機能の早期回復に寄与した。

これらのことから、中期計画に掲げる目標については、本中期目標期間中、着

実に達成できたものと考えている。
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（２）リスクへの的確な対応

③大規模災害への対応と日常の訓練

１）業務継続計画（ＢＣＰ）の作成

（中期目標）

異常渇水、大規模地震等不測の事態に対するリスク管理体制を確立し、日頃か

ら危機的状況を想定し、訓練等を実施することで、危機的状況の発生時には的確

な対応を図ること。

（中期計画）

大規模災害等が発生した場合などにおいても業務を遂行するため、業務継続計

画（ＢＣＰ）を作成し、緊急事態に備える。

（中期目標期間における取組）

業務継続計画（ＢＣＰ）の作成■

業務継続計画（ＢＣＰ）は、平成２０年度に各関係機関で作成されたものを情報収

集し、水資源機構本社業務継続計画（大規模地震編）（案）を作成した。平成２１年

度から、各事務所での業務継続計画の作成に着手し、平成２３年度までに各事務所に

おいて業務継続計画（大規模地震編）（案）を作成した。更に本社で平成２３年度末

までに広域的な支援体制等について補強見直しを行い業務継続計画（大規模地震編）

を策定した。これを基に各事務所で見直しを行い、平成２４年度までに３５事務所で

業務継続計画（大規模地震編）の見直し策定を完了した。

中期目標期間における達成状況

業務継続計画（ＢＣＰ）は、平成２４年度までに３５事務所が大規模地震編の

策定を完了し緊急事態に備えた体制が確立され、中期計画に掲げる目標について

は、本中期目標期間中、着実に達成できたものと考えている。
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（２）リスクへの的確な対応

③大規模災害への対応と日常の訓練

２）危機的状況への的確な対応

（中期目標）

異常渇水、大規模地震等不測の事態に対するリスク管理体制を確立し、日頃か

ら危機的状況を想定し、訓練等を実施することで、危機的状況の発生時には的確

な対応を図ること。

（中期計画）

大規模かつ広域的な、地震、風水害、水質事故及び第三者による事故等により

危機的状況が発生した場合には、防災業務計画等に基づき、迅速な情報収集及び

伝達を図るとともに、施設の安全の確保と水の安定供給への対応に努める。

（中期目標期間における取組）

危機的状況への的確な対応■

１．大規模地震に対する取り組み

機構では、首都直下地震、東海地震や南海・東南海地震など、いわゆる大規模地震

に対する施設の安全性を高めるために、平成１５年度に「大規模地震対策検討部会」

を設置し、各管内に「分科会」を設置して対策を進めている。また、業務継続計画（Ｂ

ＣＰ）の策定を完了させ、大規模地震に対する緊急事態に備え体制を整備した。

２．地震への対応

平成２０年度から２４年度の５年間で、機構が管理する施設において安全点検が必

要となる規模の地震（震度４以上またはダム基礎地盤において２５gal以上）は計８

９回発生した。なお、このうち平成２３年３月１１日に発生した東北地方太平洋沖地

震以後、安全点検が必要となる規模の地震は７１回であった。

これらの地震発生時においては、早朝・夜間・休日を問わず速やかに防災態勢を執

り、２８施設において延べ３４０回に及ぶ臨時点検を行い、施設の安全確認及び報告

を行った。
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３．東北地方太平洋沖地震（平成２３年３月１１日）における対応

図－１ 東北地方太平洋沖地震 機構施設における観測震度

平成２３年３月１１日１４時４６分に発生したマグニチュード９．０の東北地方太

平洋沖地震では、霞ヶ浦用水施設（震度６強）や霞ヶ浦開発施設（震度６弱）など、

利根川・荒川水系から木曽川水系にいたる１８施設において震度４以上を観測した。

本社及び各事業所に防災本部を設置し、本社においては理事長を本部長とする非常態

勢を発令し、情報収集、施設点検（発生直後の一次点検、詳細な二次点検）を行うと

ともに、被害を回避するための施設操作、被災箇所の速やかな復旧、利水者を始めと

する関係機関への連絡等を迅速に行った。

震度６強：霞ヶ浦用水施設、

震度６弱：霞ヶ浦開発施設

震度５強：群馬用水施設、利根導水総合事業所（利根大堰、武蔵水路、埼玉用水路、

邑楽用水路、見沼代用水路、末田須賀堰、葛西用水路、秋ヶ瀬取水堰、
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朝霞水路）、印旛沼開発施設、房総導水路、成田用水施設、北総東部用

水施設、東総用水施設、利根川河口堰施設

震度５弱：浦山ダム、滝沢ダム、矢木沢ダム、奈良俣ダム

震度４ ：下久保ダム、草木ダム 愛知用水、木曽川用水

また、大津波警報が発令されたことにより、利根川河口堰、長良川河口堰、旧吉野

川河口堰、筑後大堰の４施設では地震時の防災態勢を執り不測の事態に備えた。

（防災態勢の発令）

各事務所では、各施設の基準地点震度情報又は大津波警報の発表に基づき防災態勢

を発令した。なお、関東管内事務所の最大防災態勢は以下のとおり。

非常態勢：霞ヶ浦用水管理所、利根川下流総合管理所

第二警戒態勢：千葉用水総合管理所、沼田総合管理所、荒川ダム総合管理所、

利根導水総合事業所、群馬用水管理所

第一警戒態勢：下久保ダム管理所、草木ダム管理所

本社は、各施設で地震に伴う防災態勢が発令され、さいたま市中央区でも震度５強

を観測したことから防災態勢（第二警戒態勢）を発令したが、３月１２日に霞ヶ浦用

水の甚大な被災状況と復旧には長時間を要する見込みとの報告を受けて本社は非常態

勢を発令し防災態勢を強化した。

その後４月１日になって、被災した施設の応急復旧工事が進んできたことから非常

態勢を解除し、第一警戒態勢へ移行した。

（防災本部運営）

発災後、各施設が直ちに防災態勢を執るのに呼応して本社防災本部を立ち上げ、２４

時間体制で災害復旧に対応した。各施設の点検状況及び被災状況、応急復旧計画の説

明や復旧工事の進捗状況、被災事務所への応援派遣や資材調達状況、並びに機構ホー

ムページでの公表内容について、理事長以下全役員及び本部要員出席による全体会議

を開催することで、理事長をトップとした情報の共有と、災害対応への具体的な指示、

命令を行った。全体会議は被災直後には数時間に１回、以降は日１～２回の頻度で、

応急復旧の目処が付く３月２２日までの間約１９回開催され、速やかな情報共有と円

滑な意志決定を行うことで迅速な応急復旧や災害復旧申請手続を行うことに役立っ

た。

（応援要員及び応援資材）

被災した施設の被害状況調査や、被災状況に応じた応急復旧計画の検討、応急復旧

工事の実施とそのための関係者（被災筆数約６５０筆、地権者等約３００名）及び関

係機関との連絡調整、用地補償業務、災害復旧工事申請にかかる資料作成等には、年

度末の繁忙期であったが機構として早期復旧を優先して、本社をはじめ全国の支社局、

事務所から機構全職員の約１割に相当する１２９人の職員を応援派遣（平成２３年３
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月末まで。延べ６９７人・日に相当）するなど全社的な体制を執ったことにより、速

やかな応急復旧、災害申請手続等を実施した。

被災した事務所では、必要な資機材、車両、燃料、食料、寝具、燃料等の物資の確

保が相当困難な状況であったことから、各施設で必要な物資、ストック及び消費状況

を確認しながら、全社的な応援体制により、必要な物資の確保や配送を職員の応援派

遣と併せて実施した。

（余震対応）

本震発生以後も余震が続き、３月１２日から３月３１日までに震度４以上を観測し

た地震は計５５回発生し、このうち機構施設で震度４以上又はダム等施設に設置され

た地震計で２５ｇａｌ以上が観測された地震は１５回を数えた。これらの地震発生に

おいても、延べ３９の施設で防災態勢を執り、巡視点検を実施して施設の安全確認を

行うとともに、速やかに関係機関への情報伝達を行った。

図－２ 機構施設における震度４以上の観測回数（3.12～3.31）

（被災状況）

巡視点検の結果、霞ヶ浦開発施設、利根川河口堰施設及び印旛沼開発施設では、堤

防、護岸等に沈下・すべり・亀裂などの甚大な被災が確認された。また、北総東部用

水、成田用水、東総用水、霞ヶ浦用水及び房総導水路の各施設においては、管水路か

らの漏水、管路地表面の耕地や道路の沈下・亀裂や揚水機場等構内の沈下・亀裂等の

被災が確認された。そして、点検を終了した１２日朝からこれら被災箇所の応急復旧

及び用水供給の早期復旧に向けた被害状況調査や、応急工事等を開始した。

（災害復旧対策本部の設置）

被災した事務所は、３月２５日に被災施設毎に「被害状況報告書」を作成・提出し、

本格的に災害対策を実施するため、災害対策復旧本部を設置した。

本社は、３月３１日に「災害復旧工事計画概要書」を提出したことから、４月１日

に災害対策復旧本部を設置した。

平成23年東北地方太平洋沖地震（平成23年3月11日14時46発生）
機構施設における震度４以上の観測回数（3月12日～3月31日）

0

1

2

3

4

5

3/12 3/13 3/14 3/15 3/16 3/17 3/18 3/19 3/20 3/21 3/22 3/23 3/24 3/25 3/26 3/27 3/28 3/29 3/30 3/31
日付

回数



- 122 -

（災害復旧手続）

被災した各施設は、「水資源開発施設等災害復旧工事事務取扱要綱」に基づき、主

務省に対して３月２３日に「被害報告書」、３月３１日には、「災害復旧工事計画概

要書」を提出し、災害復旧手続を進めている。

（事前の備え）

最大震度５強を観測した、群馬用水、利根導水では、両事務所では、地震発生直後

の混乱時に関係利水者と連絡が取れない場合などにおいても、震度６弱以上の地震が

発生した場合は被災の有無に関わらず取水を一旦停止して点検実施すること、震度５

強以下の場合は、通水を継続しながら点検を行うことなど、大規模地震発生時におけ

る通水の継続又は停止、施設操作等について予め利水者との協議のうえ「大規模地震

発生時における施設操作指針」を定めており、今回もこれに基づき、通水を継続しな

がら施設点検を実施した。

なお、霞ヶ浦用水も「大規模地震発生時における施設操作指針」を予め定めていた

が、地震発生と同時に揚水機場が停電したうえ、管水路の被災により通水停止状態に

陥った。

房総導水路は、震度５弱以上の地震発生時には取水を一旦停止して点検することを

予め関係利水者と定めており、地震発生直後に取水停止し巡視点検を実施した。

具体的な取組事例

○利根川下流総合管理所（霞ヶ浦開発）

利根川下流総合管理所（霞ヶ浦開発）では、最大で震度６弱（茨城県鉾田市鉾田地

点）を確認した。この地震により、湖岸堤等でクラック、液状化による沈下等が発生

した。特に、北浦の湖岸堤の被災が激しく、北浦左岸１６．５ｋ付近の湖岸堤で、大

きな沈下、陥没、亀裂等が見られた。西浦では浮島地区付近で大きな沈下、陥没が見

られた。

甚大な被災で堤防機能が損なわれた箇所での速やかな機能回復を目的に、盛土、ク

ラック間詰め等を行った上で、ブルーシート等で覆う緊急的な応急復旧を図ったこと

で、平成２３年度の出水期対応に間に合わせることができた（平成２３年５月１６日

応急復旧完了）。（再掲）

写真－１ 北浦左岸１６．５ｋ湖岸堤 被害状況 写真－２ 新附洲閘門機場構内 被害状況
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○利根川下流総合管理所（利根川河口堰）

利根川河口堰では、最大で震度５強（茨城県香取市羽根川地点）を確認した。この

地震により、湖堰周辺のブロック護岸や高水敷の部分的な沈下が発生した。

被災箇所を早期に復旧するため、３月２３日に主務省に被害報告書を提出した。さ

らに、３月３１日に主務省に対して、災害復旧工事計画概要書を提出した。その後、

護岸の損傷に対して、応急的な補修を行うための準備を進めた。

写真－３ 左岸下流護岸 被害状況 写真－４ 右岸下流護岸 被害状況

○霞ヶ浦用水施設

霞ヶ浦用水施設では、最大震度６強（茨城県筑西市舟生地点）を観測した。この地

震により、管水路の付帯施設である排泥工（２箇所）、空気弁（１６箇所）が破損し

漏水・出水し、用水供給（上水・工水・農水）が停止する事態となった。このほか揚

水機場周辺及び水路上部の耕地等で液状化による沈下が発生した。

霞ヶ浦用水施設は茨城県西部に水道（給水人口約３０万人・約１１万戸)、工業（約

１５０事業所）、農業（受益地約２万ｈａ）の各用水を供給するライフライン機能を

担っているが、地震による送水管路の被災のため、用水供給を完全に停止せざるを得

ない状況となった。被災状況（管路に附帯する空気弁、配電管等の損傷）から復旧に

は約１ヶ月を要することが予想されたが、影響の度合いを勘案し、速やかな復旧を行

うために、本社や近隣の事務所より応援要員を派遣するとともに理事が現地で陣頭指

揮して、供給停止後に送水管内の水を排水するなど復旧方法を定め、被災状況の詳細

な把握と応急復旧計画の策定を行った。応急復旧では、同口径の二連管路である特長

を活かし、優先して応急復旧する片側の管路に損傷していない空気弁を移設するとと

もに、破損した排泥管を現地で調達できる材料で閉塞処理し、発災後７日目の３月１

８日には水道用水及び工業用水の供給を再開することができた。残りの管路について

も、かんがい期が始まる４月２５日までに復旧を終え、農業用水通水に間に合わせる

ことができた。

また、管路の農地が陥没した箇所については、田植えの時期に間に合うように水田

の復旧工事とそのための用地補償業務を行った。

また、この間、霞ヶ浦用水の送水が停止したことで、茨城県県西広域水道事業を通
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じて受水している茨城県桜川市の水道が断水した。このため、機構が所有し、吉野川

水系旧吉野川河口堰管理所に配備していた可搬式海水淡水化装置を現地ま

で搬送した上で、機構職員が直営により装置を運転し、給水活動を行った。桜川市水

道課を通じて市民及び病院等へ９日間で約１１５ｍ３（約３万８千人分の飲料水相当）

の給水を行った。（再掲）

○印旛沼開発施設

印旛沼開発施設では、最大震度５強（千葉県栄町安食台他）を観測した。この地震

により、印旛沼堤防の内約３ｋｍ範囲で大規模な堤防の亀裂・すべり・沈下（最大深

さ３ｍ程度）を確認した。これ以外にも広範囲に堤防亀裂・沈下や、水位計局舎の傾

き、酒直機場、天戸制水門等で地盤沈下・亀裂を確認した。

印旛沼堤防の被害は甚大であり、被災後の降雨などによっては印旛沼管理に大きな

影響が生じる恐れが高いことから、機構は、沼の水位をＹ.Ｐ.２．１０ｍ（地震発生

時Ｙ.Ｐ.２．２６ｍ）まで低下させる措置を実施した。その後、関係機関との打合せ

の結果、４月７日より通常水位のＹ.Ｐ.２．３０ｍまで沼の水位を上昇させ、この水

位での堤防の安全性を確認した。また、シート等による堤防被災箇所の保全作業を３

月１８日から実施し、４月１日に完了し、管理用道路補修を４月５日に完了した。

千葉県が実施する災害復旧工事に関する調査等に協力した。

写真－５ 堤防被災状況 写真－６ 水位計局舎傾斜の状況

○成田用水施設

成田用施設では、最大度５強（千葉県多古町多古）を観測した。この地震により、

管水路上の耕地や道路、水管橋下部工付近の沈下等の発生を確認した。

３月１４日に試験通水を行った結果、小泉揚水機場内の管路で漏水（１箇所）が確

認されたため、３月２６日に応急復旧を完了させ、３月２８日から本通水を開始した。

なお、水管橋下部工付近の沈下部は、砕石による埋め戻しを行い３月１８日に応急

復旧が完了した。
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写真－７ 小泉機場内バイパス水路漏水 写真－８ 漏水補修状況

○北総東部用水施設

北総東部用水施設では、最大震度５強（千葉県香取市佐原他）を観測した。この地

震により、取水口開水路護岸、管路上の耕地や道路の沈下等の発生を確認した。

３月１４日から１７日にかけて試験通水を行った結果、幹線水路（１箇所）、分水

工(１箇所)、空気弁部（７箇所）からの漏水が確認されたが、４月１日までに応急復

旧工事を完了させ、４月４日から本通水を開始した。

これに並行して管路上の耕地等復旧作業を平成２３年度の作付けに間に合うよう鋭

意実施した。

写真－９ 取水口開水路破損 写真－１０ 管路上の道路陥没

写真－１１ 分水工からの漏水と道路の冠水 写真－１２ 幹線水路漏水補修状況

○東総用水施設

東総用水施設では、最大震度５強（千葉県旭市萩園）を観測した。この地震により、

揚水機場、笹川取水口で液状化による沈下等、空気弁破損（３箇所）による漏水が発

生した。空気弁については、３月１２日に応急復旧を完了させ、３月１２日から水道
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用水の供給を再開し、３月１４日から農業用水についても通常通りの送水を開始した。

写真－１３ 笹川取水口敷地内液状化 写真－１４ 東庄揚水機場構内液状化

写真－１５ 空気弁からの漏水 写真－１６ 空気弁の破損状況

○房総導水路

房総導水路では、最大震度５強（千葉県多古町多古他）を観測した。この地震によ

り、両総用水共用施設北部幹線水路の漏水、南房総導水路の空気弁（１箇所）からの

漏水、房総導水路、南房総導水路管路上の耕地等に亀裂や沈下を確認した。

北部幹線水路の漏水は、３月２７日に応急復旧工事が完了し、２８日から通常通り

の通水を開始した。南房総導水路の空気弁からの漏水は、３月１６日までに応急復旧

工事が完了した。

なお、水道用水及び工業用水の通水は被災の翌１２日に再開した。

写真－１７ 北部幹線バイパス水路の漏水 写真－１８ 北部幹線バイパス水路の漏水
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写真－１９ 空気弁からの漏水 写真－２０ 空気弁からの漏水

○草木ダム

東北地方太平洋沖地震発生に伴い、草木ダム上流域の法面（旧足尾銅山の屑堆積場

の法面）が崩落し、土砂が渡良瀬川に流れ込んだ。草木ダムでは、毎日貯水池上流域

の河川巡視を実施するとともに、ダム湖内で臨時採水を実施し、重金属類の分析を行

った。分析結果は群馬県・桐生水道等の関係機関と情報共有をはかった。

写真－２１ 源五郎沢堆積場付近の土砂崩落状況

○東京電力の計画停電に伴う対応について

３月１１日に発生した東北地方太平洋沖地震により東京電力の電力供給能力が大幅

に減少（約４割減）し、東京電力管内のピーク時想定に対し、約１，０００万ｋＷの

供給力不足が発生した。３月１３日から東京電力管内で、予測不能な大規模停電を回

避するため、管内を５グループに分け順次停電させる「計画停電対応」が行われた。

（利根導水総合事業所の対応）

利根大堰から取水する見沼代用水路は、取水口から約４３ｋｍ下流の天沼揚水機場

からポンプにて荒川へ注水し、埼玉県大久保浄水場及び東京都朝霞浄水管理事務所へ

水道用水を供給している。計画停電によるポンプ供給停止の影響を回避するため、見

沼代用水路及び同機場からはポンプを使用しないで送水可能な１．８ｍ3/sを供給し、

不足水量０．７４５ｍ3/sは、同じく利根大堰から取水する武蔵水路を活用して振り

替え供給することとして、改築工事中の武蔵水路の供給能力を確認した上で河川管理

者や利水者等との調整を行った。
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この結果、３月１４日以降（現在まで）振り替え供給を実施し、停電の影響を回避

した。

図－３ 見沼代用水路の代替供給図

・補足説明

天沼揚水機場は、利根大堰取水口から約４３ｋｍ下流に位置し、計画停電に合わせ

た利根大堰取水の取水管理（用水到達約８～１０時間）、機場運用の調整は困難を極

めること及び計画停電が長期実施される可能性があることから、天沼揚水機場からは

自然流下可能な１．８ｍ3/ｓを送水し、不足分は現在改築工事を実施中である武蔵水

路にて対応することとした。

・関係機関調整

３月１４日は、緊急的措置として、荒川自流にて不足水量をまかなうことで河川管

理者に確認し対応。ただし、荒川水系も少降雨で自流が少なく緊急的措置の継続は困

難であるため、１５日以降については河川管理者を含む関係機関と調整のうえ、緊急

的な措置として武蔵水路を活用（振り替え供給）して通水を確保。

埼玉合口二期 水道用水水利権 埼玉県 １．９８６ｍ3/ｓ

東京都 ０．５５９ｍ3/ｓ 計 ２．５４５ｍ3/ｓ

（利根川上流ダム群おける放流量増量）

矢木沢ダム、奈良俣ダムを含む利根川上流の４ダムの発電所では、水力発電を最大

限出力するようにとの東京電力からの要請を受け、３月２８日から３月３１日までの

間、通常時の放流に加え放流量を合計２６６万ｍ３（日平均１０ｍ３／ｓ。約３４，６
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５０ｋＷの出力増に相当し、約１１，５５０戸の使用電力に当たる。）増量する弾力

運用を行った。実施に当っては、ダム上流からの融雪による貯水容量の回復見込みや

天候を考慮しつつ、利水用途に影響が出ないよう、きめ細かな放流操作を行った。

４．風水害への対応

平成２０年度から２４年度の間は、台風及び前線の影響により防災態勢を執り、洪

水調節を計１４７回実施した。いずれも的確な対応により、洪水被害の軽減に貢献し

た。

５．水質事故への対応

平成２０年度から２４年度の間に、機構施設及びその周辺河川等において発生した

水質事故は１７０件であり、内２２件については、取水停止等、利水者への影響を生

じているが、これらの事態に対し、利水者、関係機関等と連絡調整を図るとともに、

取水位置の変更、オイルフェンス、オイルマット設置等の対策を迅速に実施するなど、

水質被害の拡大防止及び被害軽減の措置を迅速に行った。

平成２４年５月に利根川水系で発生したヘキサメチレンテトラミン（ＨＭＴ）流出

により、各地の浄水場においてホルムアルデヒドが検出された事案では、千葉県内に

おいて約３６万戸が断水となるなど広範囲に影響が及んだ。５月１７日に埼玉県行田

浄水場で水道水質基準値（０．０８mg/l）以上のホルムアルデヒドが検出（０．１６

８mg/l）され、５月１８日に埼玉県企業局からの要請により、利根導水で行田浄水場

に係る取水停止操作（１９日５時～送水を再開）を行った。また利水者への影響を考

慮して、河川管理者と連携し、下久保ダムと矢木沢ダムからの緊急放流を行い、さら

に利根川から荒川へ導水している武蔵水路の通水を停止（１９日０時～２４日１５時）

した。これらの措置により原因物質の希釈と流下促進がなされ、利根川・荒川水系内

における水質被害の拡大防止と早期回復に寄与した。また、武蔵水路の通水停止に伴

う荒川への導水量の減少分は、東京都朝霞浄水場や埼玉県大久保浄水場への水供給等

に影響が生じないよう、滝沢ダムと浦山ダムからの放流等で代替して対応した。

中期目標期間における達成状況

中期目標期間中に発生した地震等不測の事態に対しては、防災業務計画等に基

づき的確に防災業務を実施した。また、日頃から危機的状況を想定した訓練等を

実施し、様々な事象に備えており、中期計画に掲げる危機的状況への的確な対応

については、本中期目標期間中、着実に達成できたものと考えている。
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（２）リスクへの的確な対応

③大規模災害への対応と日常の訓練

３）武力攻撃事態等への対応

（中期目標）

異常渇水、大規模地震等不測の事態に対するリスク管理体制を確立し、日頃か

ら危機的状況を想定し、訓練等を実施することで、危機的状況の発生時には的確

な対応を図ること。

（中期計画）

武力攻撃事態等が発生した場合には、国民保護業務計画等に基づき、対策本部

の設置、関係機関との密接な連携及び施設の安全確認等の国民保護措置等を的確

かつ迅速に実施する。

（中期目標期間における取組）

武力攻撃事態等への対応■

１．北朝鮮事案に対する対応

平成２０年度から２４年度の間に、武力攻撃事態等の発生はなかったが、北朝鮮に

よる平成２１年度の通信衛星発射実験の実施、２２年度の発砲事案、２３年度の金正

日主席死去、平成２４年度には人工衛星と称するミサイル発射が二度に渡り実施され

る等不穏な動きがあり、その都度連絡体制の再確認、情報収集の徹底について確認す

るとともに、不測の事態に備えて全社を挙げて施設の安全確認を徹底するよう態勢を

敷いて対応を図った。

２．国民保護業務計画に基づく訓練

国民保護業務計画に基づく訓練は、国と地方公共団体が実施する共同訓練に合わせ、

各現場事務所において図上訓練説明会及び講演会、危機管理に関する事業セミナー等

に参加し国民保護業務計画に関する情報収集、共有を図った。

徳山ダムでは、管理施設に不法侵入した不審者が、貯水池内に毒をまいたとの想定

のもと警察による不審者逮捕、機構と警察との連携による毒物の拡散防止・回収・中

和を目的とした合同水質テロ訓練を実施した。合同で実働訓練を実施することで、テ

ロに対する危機管理について再認識ができた。（平成２２年１１月８日）

三重用水では、管理施設において水難事故が発生したとの想定のもと、警察、消防

等によるヘリコプター等による捜索・救出訓練及び心肺蘇生やＡＥＤ等救急訓練を実

施した。（平成２３年７月１４日）

群馬用水管理所では、平成２０年度に幹線水路に油類が投棄された事態を受け、水

路に油が流れた場合の被害拡大の防止、油回収を目的として、群馬県、群馬用水土地

改良区、水道事業者、関係市町村等に呼び掛けを行い、協同でオイルフェンスの設置

訓練を実施した。（平成２４年１１月７日）

その他の事務所においても、関係機関と共同であるいは機構単独での実働訓練や国
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民保護に関する講演会への参加を随時行っている。

○徳山ダム国民保護訓練状況写真

写真－１ 通報により警察が到着 写真－２ 犯人逮捕

写真－３ 毒物が投入された周囲 写真－４ 防護服を着て毒物回収

にオイルフェンス設置

写真－５ 中和材放水のため消防車搬送 写真－６ 職員による水質試験

図－１ 新聞記事（岐阜新聞平成２２年１１月９日付掲載）
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○三重用水国民保護訓練状況写真

写真－７ ヘリコプターによる救出訓練 写真－８ ボートによる水難者の救助訓練

○群馬用水国民保護訓練状況写真

写真-９ 関係機関と共同でのオイルフェンス設置訓練

３．非常通報装置の導入

水資源機構国民保護業務計画に基づき、非常通報装置※の導入を推進し、平成２４

年度には、予定していた施設すべての設置が完了した。

利根川下流総合管理所では、非常通報装置の設置場所の確認や使用方法について説

明、周知を行い、危機管理及び職員の防災意識の維持・高揚を図った。（平成２５年

１月２９日）

その他の事務所においても、同様に職員への非常通報装置の操作訓練や防犯に関す

る講演を通じて、危機管理及び職員の防災意識の維持・高揚を図った。

※非常通報装置・・・「警察直結１１０番非常通報装置」で非常ボタンを押すだけで警察の１１０番

通信司令センターへ自動ダイヤルされ緊急事態を通報できる装置。
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○利根川下流総合管理所非常通報装置確認訓練状況写真

写真－１０ 非常通報装置の説明・確認作業

中期目標期間における達成状況

中期目標期間中、武力攻撃事態等が発生することはなかったが、国民保護業務

計画に基づき、日頃から不測の事態を想定して、関係機関との密接な連携と施設

の安全確認等を迅速に行えるよう訓練を実施してきており、中期計画に掲げる目

標については、本中期目標期間中、着実に達成できたものと考えている。
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（２）リスクへの的確な対応

③大規模災害への対応と日常の訓練

４）日常の訓練

（中期目標）

異常渇水、大規模地震等不測の事態に対するリスク管理体制を確立し、日頃か

ら危機的状況を想定し、訓練等を実施することで、危機的状況の発生時には的確

な対応を図ること。

（中期計画）

武力攻撃事態等が発生した場合には、国民保護業務計画等に基づき、対策本部

の設置、関係機関との密接な連携及び施設の安全確認等の国民保護措置等を的確

かつ迅速に実施する。

（中期目標期間における取組）

日常の訓練■

１．関係機関との連携訓練、非常時参集訓練、設備操作訓練等

（１）洪水対応演習

梅雨、台風等の出水に備え、毎年度５月を中心に、河川管理者と連携した「洪水対

応演習」を全ダムで実施している。

平成２１年度の洪水対応演習では、草木ダムにおいて計画を大きく上回る降雨を想

定したダム操作（大被害発生水位を睨んだ非常時操作）や各ダムで落雷等によりゲー

ト操作や遠方操作が不能となり、機側操作によりゲート操作を行うなど、不測の事態

を想定した内容を盛り込み、ダム放流時の危害防止の措置（関係機関への通知、放流

警報等の一般への周知）及びダムの洪水調節操作が的確に実施できるように内容の充

実を図っている。

写真－１ 洪水対応演習の実施状況（平成２１年度）

（２）地震防災訓練

中央防災会議の策定する「大綱」に基づき、毎年９月１日の「防災の日」等に、全

事務所が一斉に参加し、緊急参集、情報伝達、臨時点検、被災を想定した対応等の訓
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練を実施している。

特に東北地方太平洋沖地震以降は、全事務所共通テーマに「①東北地方太平洋沖地

震を踏まえた、施設被害等に加え、長期停電等の被災状況を想定した対応力向上を図

る。②用水の安定的な供給の確保を目的とした、業務継続計画対応の実効性を高める。」

を掲げて、首都直下地震及び東海・東南海・南海地震等の発生を想定した、施設の臨

時点検や被災施設の応急措置・復旧等を実施した。また、機構施設の被災を起因とす

る第三者被害を想定した被災対応を実施し、危機的状況において的確な防災対応がで

きるよう訓練を実施した。

写真－２ 地震防災訓練の実施状況

（３）個別訓練

全事務所が一斉に参加する地震防災訓練とは別に、各事務所が独自に情報伝達訓練、

施設操作訓練及び水質事故対策訓練等を実施した。

施設操作訓練では、非常時に全ての職員が設備の点検操作を不安なく実施できるよ

う、ゲート及び予備発電機等の点検操作訓練を行った。

その他、エレベータ停止時の対応訓練及び関係機関と協同の情報伝達訓練や水質事

故対策訓練等を実施した。これらの訓練により、いかなる危機的状況においても被害

を最小限に抑えるよう職員が適切な行動をし、施設の操作が確実に行うことができる

ような体制作りに努めた。

地震防災訓練（記者会見）  テレビ会議（情報伝達） 
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写真－３ 予備発電機運転訓練 写真－４ 漏水対応訓練

写真－５ 堰ゲート機側操作訓練 写真－６ 関係機関合同訓練

写真－７ エレベータ救出訓練 写真－８ 人命救助訓練

写真－９ オイルフェンス設置訓練 写真－１０ 取水停止操作訓練
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２．首都圏直下型地震対応衛星通信装置に関わる設営訓練

本社において、中央防災無線網の固定通信回線が被災し、使用不能となった事態を想

定して、防災関係機関（機構含む）に配備している衛星通信装置を活用した「首都圏直

下型地震対応衛星通信装置にかかわる設営訓練」を、毎年度１～２回実施した。

写真－１１ 衛星通信装置の設置訓練状況

３．普通救命に関わる訓練及び講習

平成１６年７月から、一般市民によるＡＥＤ（自動体外式除細動器）の使用が認め

られ、空港、学校、球場、駅などの公共施設に多く設置されるようになった。これを

受け、緊急時に人の命を救うための知識や技術を身につけるため、平成１８年度より、

本社及び各事務所において、普通救命に関わる訓練及び講習会（応急手当の重要性、

心肺蘇生法、ＡＥＤ使用法、止血法など）を受講している。

写真－１２ 普通救命講習会の実施状況
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中期目標期間における達成状況

中期目標期間中、関係機関との連携訓練、非常時参集訓練、設備操作訓練、国

民保護業務計画による訓練等を実施しており、中期計画に掲げる目標については、

本中期目標期間中、着実に達成できたものと考えている。
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（３）計画的で的確な施設の整備

（中期目標）

① 施設の新築事業については、施設の長寿命化に取り組みつつ、計画的かつ的

確な実施に努めること。

なお、本体工事に着手していないダム等の建設については、次期再評価時にお

いて、水需要の動向を踏まえた必要性、費用対効果、事業進捗の見込み等につい

て、予断を持つことなく実施した厳格な評価に基づき、事業の実施が必要と認め

られるもののみを継続すること。

② 施設の改築事業については、ストックマネジメントの充実を図る観点並びに

水路からの漏水防止及び大規模地震時等の施設損壊による断水防止等の安定的な

水の供給の観点から、計画的かつ的確な実施に努めること。

③ ダム等建設事業において、特定事業先行調整費制度等を活用することにより、

工期の遅延やこれに伴うコスト増を回避し、事業の計画的かつ的確な実施に努め

ること。

④ ①及び②に附帯する業務並びに委託に基づき実施する発電に係る業務につい

ても、的確な実施に努めること。また、継続中の事業については、その事業の進

捗状況を踏まえた中期計画を作成すること。また、中期目標期間内の事業の実施

に当たっては、毎年度の国の予算を踏まえた上で、的確に行うこと。

（中期計画）

ダム・水路等の新築・改築事業については、適切な事業評価の結果に基づき、

計画的で的確な事業の実施を図るとともに、第三者の意見を求めるなど、一層の

事業費・工程監理の充実を図る。

本体工事に着手していないダム等の建設については、次期再評価時において、

水需要の動向を踏まえた必要性、費用対効果、事業進捗の見込み等について、予

断を持つことなく実施された厳格な評価結果を受けて事業の実施が必要と認めら

れるもののみを継続する。また、事業に直接関わる住民及び下流受益地の理解と

協力を得て、水源地域対策特別措置法（昭和４８年法律第１１８号）及び水源地

域対策基金と相まって、関係者の生活再建対策を実施する。

なお、建設に附帯する業務及び委託に基づき実施する発電に係る業務について

も、的確な実施を図る。

（中期目標期間における取組）

計画的で的確な施設の整備■

１．ダム等事業の事業評価について

（１）事業の検証に係る検討

ダム等の新築・改築事業については、平成２１年１２月２５日に国土交通省から「新

たな基準に沿った検証の対象とするダム事業を選定する考え方について」が発表され

た。
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これによれば、既存施設の機能増強を目的としたものや平成２１年１１月までにダ

ム本体工事の契約を行っているものは「事業を継続して進めるもの」に区分され、こ

れらに該当しないものはすべて「検証の対象とするもの」に区分された。

これらを踏まえ、「事業を継続して進めるもの」については、計画的に事業を実施

することとし、「検証の対象とするもの」については、本体工事等の各段階に新たに

入らず現段階を継続することとした。なお、検証対象に区分された事業は、思川開発

事業、木曽川水系連絡導水路事業、川上ダム建設事業、丹生ダム建設事業及び小石原

川ダム建設事業の５事業である。

また、国土交通省に設置された「今後の治水対策のあり方に関する有識者会議」に

より、平成２２年９月２７日に「中間とりまとめ」が示された。これを受け、平成２

２年９月２８日には、国土交通大臣から水資源機構理事長に対して、ダム事業の検証

に係る検討を進めるよう指示があり、同日付けの「ダム事業の検証に係る検討に関す

る再評価実施要領細目」により具体の検討方法が示された。

検証の対象となったダム等事業については、各地方整備局と共同して検証に係る検

討を進めた。このうち、小石原川ダム建設事業については、検証の結果を踏まえ、平

成２４年１２月に事業の継続が決定した。

（２）国土交通省所管公共事業の再評価

「国土交通省所管公共事業の再評価実施要領」及び「河川及びダム事業の再評価実

施要領細目」に基づき、平成２０年度において５事業（滝沢ダム建設、武蔵水路改築、

川上ダム建設、丹生ダム建設及び大山ダム建設）、平成２３年度において７事業（武蔵

水路改築、思川開発、木曽川水系連絡導水路、川上ダム建設、丹生ダム建設、大山ダ

ム建設及び小石原川ダム建設）の再評価が実施され、いずれも「継続」の対応方針が

示された。

（３）水道事業に係る再評価

「水道施設整備事業の評価実施要領」及び「水道施設整備費国庫補助事業評価実施

細目」に基づき、平成２０年度において３事業（思川開発、武蔵水路改築及び大山ダ

ム建設）、平成２２年度において１事業（川上ダム建設）、平成２４年度において１

事業（小石原川ダム建設）の再評価が実施され、いずれも継続となった。

また、「工業用水道事業に係る政策評価実施要領」に基づき、平成２０年度において

１事業（武蔵水路改築）の再評価が実施され、継続となった。

２．事業執行に関する第三者委員会

各ダム等事業の事業費・工程監理を含む技術的事項については、滝沢ダムにおいて

は「滝沢ダム貯水池斜面対策検討会」、武蔵水路改築事業においては「武蔵水路技術

検討委員会」、思川開発事業においては「ＣＦＲＤ技術検討会」、川上ダム建設事業

においては「川上ダムコスト縮減検討会」、大山ダム建設事業においては「大山ダム

グラウチング調査委員会」及び「大山ダムコンクリート調査委員会」等の委員会を活
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用し、コスト縮減や工程等の観点から指導・助言を得て、事業監理の充実を図った。

川上ダム建設事業及び丹生ダム建設事業については、平成２１年度に設置された「淀

川水系ダム事業費等監理委員会」（事務局：国土交通省近畿地方整備局及び機構関西

支社）において、毎年、コスト縮減策や工事の進捗状況等について意見・助言を得た。

大山ダム建設事業及び小石原川ダム建設事業については、平成２４年度に設置した

「筑後川局ダム建設事業費等監理委員会」において、コスト縮減策や工事の進捗状況

等について意見・助言を得たところである。

（３）水源地域の振興及び生活再建対策等

中期目標期間中に事業の完了・効果発現あるいは事業の進捗を予定した６ダム（滝

沢ダム、南摩ダム、川上ダム、丹生ダム、大山ダム及び小石原川ダム）については、

いずれも水源地域対策特別措置法（昭和４８年法律第１１８号）及び水源地域対策基

金それぞれの対象ダムである。

各ダム建設事業（丹生ダムを除く）においては、水源地域の振興及び生活再建対策

として、ダム建設に附帯する付替道路について、基本協定等に基づく関係県からの委

託を受けて工事を実施した。

中期目標期間における達成状況

新築・改築事業については、適切な事業評価を行うとともに、第三者からなる

委員会等を活用し、事業費・工程監理等の充実を図った。また、水源地域対策特

別措置法に基づく地域振興に係る取組を継続し、附帯する業務等についても、基

本協定等に基づき的確に業務を実施しており、中期目標等に掲げる目標について

は、本中期目標期間中、着実に達成できたものと考えている。
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（３）計画的で的確な施設の整備

①新築事業

１）新築事業の実施

（中期目標）

施設の新築事業については、施設の長寿命化に取り組みつつ、計画的かつ的確

な実施に努めること。

なお、本体工事に着手していないダム等の建設については、次期再評価時にお

いて、水需要の動向を踏まえた必要性、費用対効果、事業進捗の見込み等につい

て、予断を持つことなく実施した厳格な評価に基づき、事業の実施が必要と認め

られるもののみを継続すること。

（中期計画）

別表２「ダム等事業」及び別表３「用水路等事業」に掲げる８施設の新築事業

については、将来の適切な施設管理の視点も含めて、計画的で的確な事業執行を

図る。
別表２「ダム等事業」

１．ダム等事業の進捗計画
１）　事業の完了・効果発現を予定している事業

滝 沢 ダ ム 建 設 国土交通大臣 ○ ○ ○
平成２２年度事業完了

大 山 ダ ム 建 設 国土交通大臣 ○ ○ ○
平成２４年度事業完了

２）　事業の進捗を予定している事業

思 川 開 発 国土交通大臣 ○ ○ ○
事業実施計画の変更認可を受け、ダ
ム本体工事に着手し進捗を図る。

武 蔵 水 路 改 築 国土交通大臣 ○ ○ ○
事業実施計画の認可を受け、水路改
築工事に着手し、進捗を図る。

木 曽 川 水 系
連 絡 導 水 路

国土交通大臣 ○ ○ ○
事業実施計画の認可を受け、導水路
工事に着手し、進捗を図る。

川 上 ダ ム 建 設 国土交通大臣 ○ ○ ○
事業実施計画の変更認可を受け、ダ
ム本体工事に着手し、進捗を図る。

丹 生 ダ ム 建 設 国土交通大臣 ○ ○ ○
ダム型式の最適案に係る調査・検討
を進める。

小石原川ダム建設 国土交通大臣 ○ ○ ○
ダム本体仮設備工事に着手するとと
もに、道路工事を進捗させる。

このほか、徳山ダム建設事業は平成23年度までに特定事業先行調整費制度の回収完了を予定している。

注）　上記進捗計画は、下記のような機構の裁量外である事項を除いて設定したものである。
・国からの補助金の各年度予算の変動

・自然災害、希少動植物の発見による環境保全、その他の予想し難い事項

事業名 主務大臣

目　　　　　　　　　　的

進捗計画
洪水
調節
等

河川の流
水の正常
な機能の
維 持 等

農業

用水

水道

用水

工業

用水

・水資源開発基本計画等、国において決定される計画、行政機関が行う政策評価に関する法律に基づく個別
　事業の事業評価、他の事業主体により実施される水源地対策の進捗状況、その他の他律的な事項

事業名 主務大臣

目　　　　　　　　　　的

進捗計画
洪水
調節
等

河川の流
水の正常
な機能の
維 持 等

農業

用水

水道

用水

工業

用水

別表３「用水路等事業」

２．用水路等事業の進捗計画
１）　事業の完了・効果発現を予定している事業

印旛沼開発施設
緊 急 改 築

厚生労働大臣
農林水産大臣
経済産業大臣

○ ○ ○
平成２０年度完了

群 馬 用 水 施 設
緊 急 改 築

厚生労働大臣
農林水産大臣 ○ ○

平成２１年度完了

香 川 用 水 施 設
緊 急 改 築

厚生労働大臣
農林水産大臣
経済産業大臣

○ ○ ○
平成２０年度完了

福 岡 導 水 厚生労働大臣 ○ 事業実施計画の認可を受け、取水工及び導
水路の地震対策等に着手し、完成させる。

２）　事業の進捗を予定している事業

木 曽 川 右 岸 施 設
緊 急 改 築

厚生労働大臣
農林水産大臣
経済産業大臣

○ ○ ○
改築工事の進捗を図る。

豊 川 用 水 二 期
厚生労働大臣
農林水産大臣
経済産業大臣

○ ○ ○
改築工事の進捗を図る。

両筑平野用水二期
厚生労働大臣
農林水産大臣
経済産業大臣

○ ○ ○
改築工事の進捗を図る。

注）　上記進捗計画は、下記のような機構の裁量外である事項を除いて設定したものである。
・国からの補助金の各年度予算の変動

・自然災害、希少動植物の発見による環境保全、その他の予想し難い事項

工業

用水

事業名 主務大臣

目　　　　　　　　　　的

水道

用水

洪水
調節
等

河川の流
水の正常
な機能の
維 持 等

農業

用水

水道

用水

工業

用水

・水資源開発基本計画等、国において決定される計画、行政機関が行う政策評価に関する法律に基づく個別事業
　の事業評価、他の事業主体により実施される水源地対策の進捗状況、その他の他律的な事項

進捗計画

事業名 主務大臣

目　　　　　　　　　　的

進捗計画
洪水
調節
等

河川の流
水の正常
な機能の
維 持 等

農業

用水
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（中期目標期間における取組）

新築事業の実施■

１．ダム等事業

（１）中期目標期間中に事業の完了・効果発現を予定した事業

○ 滝沢ダム建設事業

平成２０年度より施設管理規程に基づき供用を開始していたが、平成２０年４月に、

貯水池周辺において斜面変状が発生した。このため、速やかに専門家から構成される

「滝沢ダム貯水池斜面対策検討会」を設置し、指導・助言を受けながら、緊急的な斜

面対策工事を実施した。平成２２年度に貯水池内の斜面対策工事等を完成させ、予定

通り、平成２２年度末に事業を完了した。

○ 大山ダム建設事業

平成２０年８月にダム本体コンクリート初打設を行い、初打設から約２年５ヶ月後

の平成２２年１２月２０日に全打設を完了するとともに、平成２２年度内に流入水バ

イパス設置工事及び附帯工事として付替県道の日田鹿本線をほぼ完成させ、平成２３

年５月から試験湛水を開始した。

試験湛水では、平成２４年３月２４日にサーチャージ水位に到達、平成２４年１２

月２０日には最低水位までの水位低下を行い、ダムの本体、基礎地盤及び貯水池周辺

地山の安全性に問題ないことを確認し、１２月２１日に試験湛水を終了した。

平成２５年３月１２日には「独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第

６４条」ならびに「特定施設に係る事業の実施について（平成１５年１０月１日国土

交通省河川局長通知）」に基づく完成検査を受けた。また、平成２５年３月２２日に

「大山ダム施設管理規程」が国土交通大臣から認可され、平成２５年４月から管理を

開始した。

下流側から望むダム本体 満水となったダム貯水池

写真－１ 完成した大山ダム
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大山ダムについては、事業実施計画第１回計画変更（平成１２年１月）において、

その時点までに得られた地質データに基づき一種類の岩盤分類基準を用いた標準的な

手法により岩盤評価を行いダム基礎の掘削深さを設定していた。しかしながら、ダム

基礎の掘削深さを浅くすることは、ダム堤体コンクリート量、ダム基礎掘削量、原石

山掘削量の減少につながり、事業費を縮減する大きな要素であることから、詳細な地

質調査を行い掘削深さに関する検討を進めることとした。

この地質調査を進める過程で、大山ダムの基礎が複雑な構造となっており、岩盤性

状の全く異なる安山岩と自破砕安山岩の二種類の岩盤からなることが判明したことか

ら、従来の一種類の岩盤分類基準を、各々の岩盤の特性を適切に反映した二種類の基

準に見直して掘削深さの再検討を行った。また、施工段階においては、地質に精通し

た職員を基礎掘削工事現場に配置し、当該岩盤分類基準に基づく岩盤判定を厳密に行

い、過大な掘削線とならないよう基礎掘削線の適正な管理を行うとともに、ＦＥＭ（有

限要素法）による解析を適宜実施し、堤体及び岩盤の応力状態に問題がないことを確

認しながら施工を行った。

その結果、ダム基礎の掘削深さを浅くすることが可能となり、大幅なコストの縮減

が可能となった。

これらの取り組みにより、大山ダム建設事業の総事業費は、事業実施計画第１回計

画変更（平成１２年１月）時点から約３４０億円縮減され、事業実施計画最終変更時

の事業費は約１，０６０億円となった。

また、大山ダム本体建設工事の発注にあたっては、民間技術力活用の視点から、

ダム建設事業として我が国初となる「高度技術提案型総合評価落札方式」を採用し、

民間の技術提案を積極的に取り入れることとした。技術提案においては、ダム本体の

コンクリート打設における主運搬設備である固定式ケーブルクレーンについて、より

大きな能力を有するクレーンの利用、原石山掘削・骨材製造にあたり、より運搬距離

が短くなる場所への骨材製造設備の設置、集落から離れた場所での工事用道路の造成

等の施工計画が提案された。これらは、標準案に比べて、本体コンクリート打設工程

の大幅な短縮（約８ヶ月）が可能になるとともに、工事区域周辺の集落に対する騒音

や振動などが大幅に低減される技術提案であり、より優れた提案として採用すること

とした。

実工程においては、工程の短縮とともに、仮排水路トンネル閉塞の新工法採用等に

より試験湛水開始を約５ヶ月前倒しした。これらの取り組みによって、平成２４年１

２月２１日に試験湛水を完了させることができた。なお、これらの工期短縮等の取り

組みがなければ、試験湛水開始時期は早くとも平成２３年１０月以降になったものと

考えられ、ダム貯水池への実流入量をもとに試験湛水シミュレーションを実施したと

ころ、事業工期末の平成２５年３月末までに、試験湛水を終了することができなかっ

たと推定される。

また、試験湛水開始の前倒しにより最低貯水位付近の貯水位状況で九州北部豪雨を

むかえたことから、洪水のほとんどを貯留し、下流河川の洪水被害の軽減に貢献した。
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○ その他

（徳山ダム建設事業）

徳山ダム建設事業については、平成２０年５月に、試験湛水が終了し、本格運用を

開始したが、特定事業先行調整費回収のための平成２３年度までの工期延期に関して、

平成２１年２月に事業実施計画の変更の認可を受けた。

（土木学会賞等の受賞）

徳山ダムについては、平成２０年度土木学会賞「技術賞」ならびに平成２２年度土

木学会「環境賞」を受賞した。

また、滝沢ダムについては、付替道路の一部として建設した「雷電廿六木橋」が「土
らいでんとどろきばし

木学会デザイン賞２０１０」の最優秀賞を受賞したほか、平成２３年度土木学会賞「技

術賞」を受賞した。

土木学会賞は、１９２０（大正９）年に創設された権威ある表彰制度で、功績賞、

技術賞、論文賞、環境賞等１０部門からなる。「技術賞」は昭和４０年度に創設され、

過去には「東海道新幹線の建設」や「黒部川第四発電所」なども受賞しており、機構

事業としては、平成２年度「奈良俣ダムの建設」、平成４年度「琵琶湖総合開発事業

の建設」、平成８年度「味噌川ダムの建設」を受賞して以来となる。

徳山ダムは、木曽川水系揖斐川の最上流に位置する国内最大級のロックフィルダム

である。徳山ダムの設計・施工にあたっては、所要の品質を確保するとともに環境保

全、工程短縮、コスト縮減を実現させるための様々な新技術・新工法を取り入れたほ

か、環境保全面においても自然豊かな流域環境を保全すべくダム上流域全域を対象と

する山林公有地化事業を我が国で初めて導入するなどの先駆的な環境保全対策技術を

取り入れた。このことが、土木技術の発展に顕著な貢献をなし、社会の発展に寄与し

たと認められる画期的なプロジェクトとして、技術賞に値するものとして認められた。

滝沢ダムは、国内有数の規模（堤高132m、堤体積約167 万m3）を誇る重力式コンクリー

トダムである。滝沢ダムにおける建設技術は、これまでに取り組まれてきたコンクリー

トダム合理化施工の集大成であり、新技術開発の取り組みを積極的に進めることにより

ダム施工技術の発展に大きく貢献した。特に、コンクリート運搬工法として開発・導入

されたSP-TOM（Special Pipe Transportation Method） は、材料を分離させずに、連続

かつ安定して大量輸送できる画期的な工法であり、関連する特許も6件取得されている。

これらの成果はその後の他ダム建設工事にも活かされており、新たなダム施工法として

の発展を遂げている。また、滝沢ダムの建設は、秩父多摩甲斐国立公園内での大規模工

事であることから、周辺の自然環境に配慮した工事の実施と合わせて、周辺景観に配慮

した施設デザインも随所に施された。付替国道としてダム直下に架けられたループ橋は

「雷電廿六木橋」の愛称で地域の人々に親しまれ、奥秩父の新たな景観資源になってい
らいでんとどろきばし

る。このことが、ダム建設技術の発展に貢献するとともに、周辺環境との調和を図り、

地域社会の発展に寄与すると評価され、技術賞に値するものとして認められた。



- 148 -

写真－２ 滝沢ダム貯水池と雷電廿六木橋を下流側から望む

（２）事業の進捗を予定していた事業

思川開発事業、木曽川水系連絡導水路事業、川上ダム、丹生ダム及び小石原川ダム

の５事業はいずれも検証対象となったことから、本体工事等の各段階に新たに入らず

現段階を継続するとともに、「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目」

に基づき、各地方整備局と共同して検証に係る検討を進めた。このうち、小石原川ダ

ム建設事業については、検証の結果を踏まえ、平成２４年１２月に事業の継続が決定

した。

① 事業の進捗状況

○ 思川開発事業

思川開発の主要施設である南摩ダムについては、従来工法に比して工期を短縮し、

経済的な施工方法であるＣＦＲＤ構造（コンクリート表面遮水壁型ロックフィルダム）

が最適なダム型式であるとして本体設計を進め、平成２０年６月に河川管理施設等構

造令第７３条第４号の規定による特殊な構造の河川管理施設としての認定（大臣特認）

を受けた。

また、本体工事に先行して工事着手を予定していた「思川開発導水施設建設工事」

について平成２１年５月に工事公告を行い契約手続きを進めていたが、検証の対象事

業になったことから、平成２２年１月に当該手続を中止した。それ以降、新たな段階

に入らず「転流工段階」を継続し、平成２１年３月に工事着手していた仮排水路トン

ネル工事、生活再建に関わる付替県道工事等を実施した。
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仮排水路トンネルについては、平成２３年３月に完成した。また、付替県道工事に

ついては、主に７号橋の進捗を図るとともに、１号トンネルおよび杓子沢５、６工区

を完成させた。平成２４年度末時点における付替県道（約６．４ｋｍ）の進捗率は、

６３％となっている。

完成した１号トンネル 工事中の７号橋梁

写真－３ 付替県道の工事状況

○ 木曽川水系連絡導水路事業

平成２０年６月に国土交通大臣より独立行政法人水資源機構法第１４条に基づく事

業実施の求めを受け、速やかに事業実施計画の案を作成し、利水者への意見聴取、関

係県知事への協議等を経て、平成２０年８月に事業実施計画が認可された。平成２０

年９月３日には、事業実施計画認可の公示を受けて、国土交通大臣から機構に事業が

承継された。

その後、環境調査等の結果を踏まえて環境への影響検討を進め、平成２１年度には

環境レポート（案）を公表するとともに、一般の方を対象とした説明会を開催し、事

業者の見解を付して岐阜県へ提出した。

また、導水路本体工事に先行して、平成２１年度から進入路等の工事着手を予定し

ていたが、検証の対象事業になったことから、当該工事の実施を取りやめた。それ以

降、新たな段階に入らず「調査段階」を継続し、平成２４年度末まで、継続的な実施

が必要な環境調査等を実施した。

○ 川上ダム建設事業

川上ダムについては、利水が一部縮小、撤退することとなり、平成２１年４月の淀

川水系における水資源開発基本計画（フルプラン）の変更を受け、事業実施計画変更

の手続を平成２３年２月に完了した。

本事業については、検証の対象事業になったことから、新たな段階に入らず「転流

工段階」を継続し、それ以降、平成２１年７月に工事着手していた仮排水路トンネル

工事、生活再建に関わる付替県道工事等を実施した。

仮排水路トンネル工事については、平成２３年１月に完了した。また、付替県道工

事については、主にトンネル工事と橋梁工事の進捗を図った。平成２４年度末時点に
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おける付替県道青山美杉線（全線約３．９ｋｍ）の進捗率は、８５％となっている。

完成した「北野トンネル」 工事中の「猿また橋」

写真－４ 付替県道青山美杉線の工事状況

○ 丹生ダム建設事業

平成２１年４月に策定された淀川水系水資源開発基本計画（フルプラン）において、

「丹生ダム建設事業の見直しに係る諸調査は、当面の間は、独立行政法人水資源機構

が引き続き行うものとする」とされた。

本事業については、検証の対象事業になったことから、新たな段階に入らず「生活

再建段階」を継続し、淀川水系における水資源開発基本計画及び淀川水系河川整備計画

に基づいて、ダム型式の最適案を総合的に評価して確定するための調査・検討等を実施

した。

○ 小石原川ダム建設事業

平成２０年８月に集団移転地が完成し分譲の契約手続きを開始するとともに、付替

国道について福岡県と基本協定を締結し、平成２１年３月に準備工事に着手した。

また、仮排水路トンネル工事について平成２１年度からの工事着手を予定していた

が、検証の対象事業になったことから、当該工事の実施を取りやめた。それ以降、新

たな段階に入らず「生活再建段階」を継続し、既に工事着手していた生活再建に関わ

る付替国道工事等を実施した。

付替国道等の工事進捗を図り、平成２４年度には１０工区（約３７２ｍ区間）及び

同５号橋（橋長約４７ｍ）を完成させた。平成２４年度末時点における付替国道及び

付替林道（約１２．５ｋｍ）の進捗率は、６％である。

本事業については、検証の結果を踏まえ、平成２４年１２月に事業の継続が決定し

た。
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完成した「１０工区」 完成した「５号橋梁」

写真－５ 付替国道の工事状況

② 検証の進捗状況

平成２２年９月２８日、国土交通大臣から水資源機構理事長あてダム事業の検証に

かかる検討についての指示に基づいて、各検証対象ダム等において地整と共同して「関

係地方公共団体からなる検討の場」を立ち上げ、検証に係る検討を進めた。このうち、

小石原川ダム建設事業については、検証の結果を踏まえ、平成２４年１２月に事業の

継続が決定した。

各事業の検証の進捗状況は次の通りである。

○ 思川開発事業

平成22年12月20日 「検討の場」を設置

平成22年12月24日 「検討の場」（第１回幹事会）を開催

平成23年 6月29日 「検討の場」（第２回幹事会）を開催

平成24年 6月29日 「検討の場」（第３回幹事会）を開催

○ 木曽川水系連絡導水路

平成22年12月22日 「検討の場」を設置 「検討の場」(第１回幹事会)を開催

平成23年 4月27日 「検討の場」(第２回幹事会)を開催

平成23年 6月 1日 「検討の場」(第１回)を開催

平成23年 6月 3日 パブリックコメント

～7月 2日

○ 川上ダム建設事業

平成23年 1月17日 「検討の場」を設置

平成23年 1月19日 「検討の場」(第１回幹事会)を開催

平成24年 3月23日 「検討の場」(第２回幹事会)を開催



- 152 -

平成24年10月 1日 「検討の場」（第３回幹事会）を開催

平成24年12月13日 「検討の場」（第４回幹事会）を開催

平成24年12月21日 パブリックコメント

～平成25年1月21日

平成24年12年25日 関係利水者に対する意見聴取

～平成25年1月24日

平成25年 3月 1日 「検討の場」（第５回幹事会）を開催

○ 丹生ダム建設事業

平成23年 1月17日 「検討の場」を設置

平成23年 1月18日 「検討の場」(第１回幹事会)を開催

平成24年 8月28日 「検討の場」（第２回幹事会）を開催

平成25年 3月26日 「検討の場」（第３回幹事会）を開催

平成25年 3月29日 関係利水者等に対する意見聴取

～4月30日

○ 小石原川ダム建設事業

平成22年12月22日 「検討の場」設置。「検討の場」(準備会)を開催

平成23年 3月18日 「検討の場」(第１回)を開催

平成23年12月15日 「検討の場」(第２回)を開催

平成24年 3月27日 「検討の場」(第３回)を開催

平成24年 3月29日 パブリックコメント

～4月27日

平成24年 8月10日 「検討の場」（第４回）を開催

平成24年 9月14日 「小石原川ダム建設事業の検証に係る検討報告書(素案)」に

対する学識経験を有する者等からの意見を聴く場を開催

平成24年 9月22日 「小石原川ダム建設事業の検証に係る検討報告書(素案)」に

～9月24日 対する関係住民の皆様からの意見を聴く場を開催

平成24年10月 4日 小石原川ダム建設事業の検証に係る検討に関する意見聴取

～10月15日 （関係地方公共団体の長、関係利水者）

平成24年10月29日 九州地方整備局事業評価監視委員会を開催

平成24年10月30日 対応方針（案）を国土交通省に提出

平成24年11月22日 今後の治水対策のあり方に関する有識者会議を開催

平成24年12月 6日 国土交通省が対応方針（継続）を決定

２．用水路等事業

（１）中期目標期間中に事業の完了・効果発現を予定した事業

○ 福岡導水事業
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新築事業である福岡導水事業は、需要増加が見込まれる福岡都市圏への水道用水を

供給するため、昭和５１年度から事業に着手し、これまでに導水路、揚水機場、調整

池等を建設し、漸次通水を開始し平成１３年９月から本管理を実施するなど既に事業

効果を発現している。

平成２１年度から耐震機能強化を目的とした３８箇所の可とう管更新を主とした事

業を追加し、平成２４年度に事業を完了させ施設の安全性を高めることができた。

可とう管の取替

写真－６ 福岡導水事業

中期目標期間における達成状況

ダム等事業のうち、滝沢ダム建設事業については平成２２年度に事業を完了し

た。また、大山ダム建設事業については、計画通り効果発現を図るため、平成２

５年４月より管理を開始した。また、中期目標期間中に事業の進捗を予定してい

た５事業（思川開発、木曽川水系連絡導水路、川上ダム、丹生ダム及び小石原川

ダム）については、現段階を継続するとともに、各地方整備局と共同して検証に

係る検討を進めた。このうち、小石原川ダム建設事業については、検証の結果を

踏まえ、平成２４年１２月に事業の継続が決定した。

用水路等事業については、福岡導水事業を平成２４年度に計画どおり完成した。

以上のとおり、中期目標等に掲げる目標については、本中期目標期間中、着実

に達成できたと考えている。
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（３）計画的で的確な施設の整備

①新築事業

２）施設の長寿命化への取組（堆砂対策の代替容量確保）

（中期目標）

施設の新築事業については、施設の長寿命化に取り組みつつ、計画的かつ的確

な実施に努めること。

なお、本体工事に着手していないダム等の建設については、次期再評価時にお

いて、水需要の動向を踏まえた必要性、費用対効果、事業進捗の見込み等につい

て、予断を持つことなく実施した厳格な評価に基づき、事業の実施が必要と認め

られるもののみを継続すること。

（中期計画）

既設ダムの堆砂対策のための代替容量確保を図るなど、施設の長寿命化に取り

組む。

（中期目標期間における取組）

施設の長寿命化への取組■

平成１９年８月１６日に「淀川水系河川整備基本方針」が策定され、同方針を踏ま

え、学識経験者、関係住民、関係自治体の意見を聴き、「淀川水系河川整備計画」が

平成２１年３月に策定された。

その中で、河川整備基本方針において、「河川管理施設の機能を確保するため、ラ

イフサイクルコストの縮減を念頭に、既存施設の有効利用及び長寿命化のための効率

的な対策を実施する。」とされ、河川整備計画において、「木津川上流のダム群（高

山ダム、青蓮寺ダム、布目ダム、比奈知ダム）におけるライフサイクルコスト低減の

観点から、既設ダムの水位を低下して効率的な堆砂除去を実施するための代替容量と

して、必要な容量を川上ダムに確保する。」とされた。

また、平成２１年４月には、淀川水系における水資源開発基本計画（フルプラン）

の変更が閣議決定され、川上ダム建設事業の目的として、「既設ダムの堆砂除去のた

めの代替補給」が位置づけられた。これを踏まえ、平成２３年２月に川上ダム建設事

業の事業実施計画を変更し、事業の目的として、「既設ダムの堆砂除去のための代替

補給」を位置づけた。さらに同月に「木津川ダム群土砂管理懇談会」を開催し、今後

の検討の進め方について審議を行った。

なお、川上ダムについては、検証の対象事業となったことから、現段階を継続する

とともにダム事業の検証に係る検討を進めた。
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中期目標期間における達成状況

平成２２年度において、川上ダムの事業目的に「既設ダムの堆砂除去のための

代替補給」を位置づけた事業実施計画に変更された。また、川上ダムについては、

検証の対象事業となったことから、現段階を継続するとともに近畿地方整備局と

共同して検証に係る検討を進めており、中期目標等に掲げる目標については、本

中期目標期間中、着実に達成できたと考えている。
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（３）計画的で的確な施設の整備

②改築事業

１）改築事業の実施

（中期目標）

施設の改築事業については、ストックマネジメントの充実を図る観点並びに水

路からの漏水防止及び大規模地震時等の施設損壊による断水防止等の安定的な水

の供給の観点から、計画的かつ的確な実施に努めること。

（中期計画）

別表２「ダム等事業」及び別表３「用水路等事業」に掲げる７施設の改築事業

については、計画的で的確な施設改築を実施する。

別表２「ダム等事業」

１．ダム等事業の進捗計画
１）　事業の完了・効果発現を予定している事業

滝 沢 ダ ム 建 設 国土交通大臣 ○ ○ ○
平成２２年度事業完了

大 山 ダ ム 建 設 国土交通大臣 ○ ○ ○
平成２４年度事業完了

２）　事業の進捗を予定している事業

思 川 開 発 国土交通大臣 ○ ○ ○
事業実施計画の変更認可を受け、ダ
ム本体工事に着手し進捗を図る。

武 蔵 水 路 改 築 国土交通大臣 ○ ○ ○
事業実施計画の認可を受け、水路改
築工事に着手し、進捗を図る。

木 曽 川 水 系
連 絡 導 水 路

国土交通大臣 ○ ○ ○
事業実施計画の認可を受け、導水路
工事に着手し、進捗を図る。

川 上 ダ ム 建 設 国土交通大臣 ○ ○ ○
事業実施計画の変更認可を受け、ダ
ム本体工事に着手し、進捗を図る。

丹 生 ダ ム 建 設 国土交通大臣 ○ ○ ○
ダム型式の最適案に係る調査・検討
を進める。

小石原川ダム建設 国土交通大臣 ○ ○ ○
ダム本体仮設備工事に着手するとと
もに、道路工事を進捗させる。

このほか、徳山ダム建設事業は平成23年度までに特定事業先行調整費制度の回収完了を予定している。

注）　上記進捗計画は、下記のような機構の裁量外である事項を除いて設定したものである。
　・国からの補助金の各年度予算の変動

・自然災害、希少動植物の発見による環境保全、その他の予想し難い事項

事業名 主務大臣

目　　　　　　　　　　的

進捗計画
洪水
調節
等

河川の流
水の正常
な機能の
維 持 等

農業

用水

水道

用水

工業

用水

・水資源開発基本計画等、国において決定される計画、行政機関が行う政策評価に関する法律に基づく個別
　事業の事業評価、他の事業主体により実施される水源地対策の進捗状況、その他の他律的な事項

事業名 主務大臣

目　　　　　　　　　　的

進捗計画
洪水
調節
等

河川の流
水の正常
な機能の
維 持 等

農業

用水

水道

用水

工業

用水

別表３「用水路等事業」

２．用水路等事業の進捗計画
１）　事業の完了・効果発現を予定している事業

印旛沼開発施設
緊 急 改 築

厚生労働大臣
農林水産大臣
経済産業大臣

○ ○ ○
平成２０年度完了

群 馬 用 水 施 設
緊 急 改 築

厚生労働大臣
農林水産大臣 ○ ○

平成２１年度完了

香 川 用 水 施 設
緊 急 改 築

厚生労働大臣
農林水産大臣
経済産業大臣

○ ○ ○
平成２０年度完了

福 岡 導 水 厚生労働大臣 ○ 事業実施計画の認可を受け、取水工及び導
水路の地震対策等に着手し、完成させる。

２）　事業の進捗を予定している事業

木 曽 川 右 岸 施 設
緊 急 改 築

厚生労働大臣
農林水産大臣
経済産業大臣

○ ○ ○
改築工事の進捗を図る。

豊 川 用 水 二 期
厚生労働大臣
農林水産大臣
経済産業大臣

○ ○ ○
改築工事の進捗を図る。

両筑平野用水二期
厚生労働大臣
農林水産大臣
経済産業大臣

○ ○ ○
改築工事の進捗を図る。

注）　上記進捗計画は、下記のような機構の裁量外である事項を除いて設定したものである。
　 ・国からの補助金の各年度予算の変動

・自然災害、希少動植物の発見による環境保全、その他の予想し難い事項

工業

用水

事業名 主務大臣

目　　　　　　　　　　的

水道

用水

洪水
調節
等

河川の流
水の正常
な機能の
維 持 等

農業

用水

水道

用水

工業

用水

・水資源開発基本計画等、国において決定される計画、行政機関が行う政策評価に関する法律に基づく個別事業
　の事業評価、他の事業主体により実施される水源地対策の進捗状況、その他の他律的な事項

進捗計画

事業名 主務大臣

目　　　　　　　　　　的

進捗計画
洪水
調節
等

河川の流
水の正常
な機能の
維 持 等

農業

用水
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（中期目標期間における取組）

改築事業の実施■

１．ダム等事業

（１）事業の進捗を予定した事業

○ 武蔵水路改築事業

平成２０年７月に利根川及び荒川水系における水資源開発基本計画（フルプラン）

の変更が閣議決定され、周辺の地盤沈下により低下した武蔵水路の機能を回復するた

めに改築を行うとともに、新たに水路周辺の内水排除機能の確保・強化及び荒川水系

の水質改善を図るものとして位置づけられたことを受けて、速やかに事業実施計画を

作成し、利水者への意見聴取、関係都県知事への協議等を経て、平成２１年８月に事

業実施計画が認可された。

それ以降、必要な地質調査や設計を進めるとともに地元説明等を行い、平成２２年

度から水路改築工事に本格着手し、鋭意、工事の進捗を図っている。

平成２４年度末における水路改築工事の進捗率は、「武蔵水路上流部改築工事（約

１．５ｋｍ区間）」が７２％、「武蔵水路中流部改築工事（約９．８ｋｍ区間）」が２

７％、「武蔵水路下流部改築工事（約２．５ｋｍ区間）」が４９％となっている。また、

付属設備工事の進捗率は、「糠田排水機場ポンプ設備改修工事」が３１％、「糠田樋管ゲ

ート設備工事」が７５％、「星川水門ゲート設備工事」が１％となっている。

なお、平成２３年度において武蔵水路中流部改築工事工区の一部土壌について自然

由来の鉛とヒ素の溶出量が基準不適合となったことから、土壌汚染対策法に基づく手

続き等を適切に行うとともに、武蔵水路中流部改築工事の工程及び全体事業工期への

影響を最小限に抑えるための大幅な施工計画の見直しを行った。平成２４年４月２０

日に土壌汚染対策法第１４条（区域指定）の申請を行い、平成２４年６月２２日に埼

玉県より区域指定の告示がなされたことを受けて、法に基づく届出を行い、汚染土壌

を適切に処理しつつ当該工区の工事を再開した。

上流部改築工事状況 中流部改築工事状況
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下流部改築工事状況 糠田排水機場工事状況

写真－１ 水路改築工事状況（武蔵水路）
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２．用水路等事業

（１）本中期目標期間中に事業の完了、効果発現を予定した事業の状況

○ 印旛沼開発施設緊急改築事業

印旛沼開発施設緊急改築事業は、昭和４３年に完成した印旛沼開発施設のうち印旛

排水機場、大和田排水機場及び酒直揚水機場について、老朽化に伴う故障等により運

転停止した場合、周辺地域への洪水被害や用水供給不安定のおそれが懸念されたため、

３機場の電気・機械設備及び管理設備等の更新、並びに機場建屋等の改築を行うこと

とし、平成１３年度から事業に着手した。平成２０年度までに印旛排水機場、大和田

排水機場及び酒直揚水機場のポンプ設備（計１６台）の改築を完了し、計画どおり平

成２１年３月に完了した。

平成２０年度には、既に供用可能となっていた１２台の排水ポンプを用いて、延べ

８回の洪水に対し合計約３，０２７万㎥（印旛沼利水容量の２．３杯分）の排水を行

い、地域や利水者に要請されている事業効果を早期に発現できた。

改築したポンプ設備（酒直機場）

写真－２ 印旛沼開発施設緊急改築事業

○ 群馬用水施設緊急改築事業

昭和４５年に管理開始した群馬用水施設は、老朽化に伴うＰＣ管の破裂や漏水発生

が危惧され、ポンプ設備の故障も頻発していた。また、大規模地震が発生した場合に、

用水の安定供給確保への障害はもとより水路施設周辺や住民の方々へ被害を及ぼすこ

とも懸念された。このため、群馬用水施設緊急改築事業により、取水施設、水路施設、

揚水機場及び管理施設について改築を行うこととし、平成１４年度から事業に着手し

た。

平成２１年度までに取水施設、幹線水路（既設水路約６㎞、併設水路約６㎞）、揚水

機場６箇所、支線水路約１６㎞、管理施設の改築工事を事業工期内・予定事業費内に

完了させ管理に移行した。これにより、老朽化・劣化に伴う管破裂の予防保全、地震

による施設の損壊といった事故の防止を図ることができ、水道用水、農業用水のより
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安定した水供給が可能となった。

耐震補強した吾妻川水管橋

写真－３ 群馬用水施設緊急改築事業

○ 香川用水施設緊急改築事業

香川用水施設は、昭和５０年の管理開始以来、香川県のほぼ全域に用水を供給し、

社会経済活動の大動脈としての役割を果たしてきた。しかし、コンクリートのアルカ

リ骨材反応等による水路施設の劣化が顕著となり、水路本体の弱体化が懸念されたこ

とから、水路施設の改築を行うとともに、頻繁に発生する渇水や阪神淡路大震災を教

訓とした、緊急時の水供給安全化への対策として、水道用水専用の調整池を建設する

こととして、平成１１年度から香川用水施設緊急改築事業に着手した。

平成１７年度までに、水路施設の全て（取水口、幹線水路補修（約９ km）、併設水

路新設（約１０ km））の工事を完了し管理に移行させた。

また、平成２０年度までに、調整池の盛立て(盛立量約５３万 m3)を終了し、平成

２０年９月１９日に試験湛水を開始し、平成２１年３月３日に完了、当初工期どおり

事業を完了させた。調整池が完成したことにより頻発する渇水や大規模地震等の緊急

時に対し、利水面での安全性を高めることができた。

完成した調整池（宝山湖）

写真－４ 香川用水施設緊急改築事業
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（２）事業の進捗を予定していた事業の状況

○ 木曽川右岸施設緊急改築事業

木曽川右岸施設緊急改築事業は、昭和５８年度から管理を開始した木曽川右岸施設

のうち、管体の老朽化や継手部の劣化が著しく、出水事故が多発する施設を改築する

ものであり、ストックマネジメント手法に基づく施設機能保全計画調査結果を踏まえ

て緊急に改築が必要な施設について平成２１年度に事業に着手した。

平成２４年度までに、老朽化対策として幹線水路のＰＣ管改築工事（約２．１ｋｍ）

を実施した。また、幹支線用水路の改築工事（約３．６ｋｍ）を進捗させ、平成２６

年度に事業を完了する予定である。

鋼管敷設状況

写真－５ 木曽川右岸施設緊急改築事業

○ 豊川用水二期事業

豊川用水二期事業は、昭和４３年から管理を開始した豊川用水施設のうち、老朽化

が著しく漏水が多発している豊川用水、牟呂松原用水の水路等施設について、幹線水

路と支線水路を改築し、機能回復を図るとともに、豊川用水東西幹線水路の併設水路

の新設及び牟呂松原幹線水路及び牟呂用水幹線水路の共用区間の複線化等を実施する

ものであり、平成１１年度に事業に着手した。

また、平成１４年度に東海地震に係る地震防災対策強化地域が拡大され、豊川用水

地域のほぼ全域が指定されたこと及び大規模地震の発生に伴う社会経済への影響が懸

念され水路等施設の耐震強化が急務であること並びに主に石綿管からなる延長４００

km を超える支線水路の老朽化が進行していることから、平成１８年度に大規模地震

対策及び石綿管除去対策に関する新たな事業制度の提案を機構が行い、農林水産省に

おいて新規制度の創設及び平成１９年度からの事業の実施が認められた。この大規模

地震対策、石綿管除去対策を豊川用水二期事業に追加することについて、関係機関と

の調整及び受益農家約２９，０００人を始めとする関係利水者の同意を得て、平成２

０年１月に事業実施計画の変更が認可された。

平成２３年度までに、老朽化対策として既設幹線水路改築工事約３４km、併設水路工

事約５３km、支線水路工事約５５kmを実施し、老朽化対策として計画された区間につい

ては、事業が完了し、通水の安全性向上と水管理の効率化が図られた。

また、平成２４年度までに、大規模地震対策として幹線水路改築工事（約４km）、併
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設水路工事（約２０ｋｍ）、石綿管除去対策として支線水路改築工事（約２８０ｋｍ）

を進捗させ、平成２７年度に事業を完了する予定である。

既設水路（東部幹線水路）の改築

写真－６ 豊川用水二期事業

○ 両筑平野用水二期事業

両筑平野用水二期事業は、昭和５０年に管理を開始した両筑平野用水施設のうち、

目地の劣化等による漏水の発生が著しい管水路の老朽化対策及び合理的な水利用を図

るための水管理システムの導入を行うこととし、関係機関との調整及び受益農家１７，

０００人を始めとする関係利水者の同意を得て、平成１７年度に事業に着手した。

平成２４年度までに、ダム利水放流施設改築工事、頭首工改築(２カ所）、導水路改築

工事（約３km）、幹支線水路改築工事（約２１km）を進捗させた。なお、施設改築に必

要な営農調整や用地調整等に期間を要したことや予算状況などを踏まえ、当初の予定工

期を４年延伸せざるを得ない状況となった。このため、事業完了年度予定を平成２９年

度までとする事業実施計画の変更手続を実施中である。

分水工改築状況

写真－７ 両筑平野用水二期事業



- 163 -

中期目標期間における達成状況

ダム等事業のうち武蔵水路改築事業については、本中期目標期間中に着実な工

事の進捗を図っている。

用水路等事業については、水路工事（新築・改築）について計画どおり進捗が

図れたことにより、香川用水施設緊急改築事業、印旛沼開発施設緊急改築事業、

群馬用水施設緊急改築事業、豊川用水二期事業（水路改築）及び福岡導水事業を

計画どおり完成できた。豊川用水二期事業（大規模地震対策事業・石綿管除去対

策事業）及び木曽川右岸施設緊急改築事業については、現地状況に的確に対応し

つつ進捗しており、事業工期内に確実に完了する見込みである。なお、両筑平野

用水二期事業については、営農調整や用地の確保等を踏まえて延伸する事業工期

内には確実に完了する見込みである。

以上のことから、中期目標等に掲げる目標については、本中期目標期間中、着

実に達成できたと考えている。



- 164 -

（３）計画的で的確な施設の整備

②改築事業

２）ストックマネジメントに伴う施設改築

（中期目標）

施設の改築事業については、ストックマネジメントの充実を図る観点並びに水

路からの漏水防止及び大規模地震時等の施設損壊による断水防止等の安定的な水

の供給の観点から、計画的かつ的確な実施に努めること。

（中期計画）

別表１「施設管理」に掲げる施設については、ライフサイクルコスト縮減の観

点、水路からの漏水防止及び大規模地震時等の施設損壊による断水防止等の安定

的な水の供給の観点から、ストックマネジメントに基づく計画的な施設改築を図

る。
別表１「施設管理」

矢 木 沢 ダ ム 国土交通大臣 ○ ○ ○ ○ 徳 山 ダ ム 国土交通大臣 ○ ○ ○ ○

奈 良 俣 ダ ム 国土交通大臣 ○ ○ ○ ○ ○ 三 重 用 水
厚生労働大臣
農林水産大臣
経済産業大臣

○ ○ ○

下 久 保 ダ ム 国土交通大臣 ○ ○ ○ ○ 琵 琶 湖 開 発 国土交通大臣 ○ ○ ○

草 木 ダ ム 国土交通大臣 ○ ○ ○ ○ ○ 高 山 ダ ム 国土交通大臣 ○ ○ ○

群 馬 用 水
厚生労働大臣
農林水産大臣 ○ ○ 青 蓮 寺 ダ ム 国土交通大臣 ○ ○ ○ ○

利根大堰等※
農林水産大臣
国土交通大臣 ○ ○ ○ 室 生 ダ ム 国土交通大臣 ○ ○ ○

秋ヶ瀬取水堰等
※

厚生労働大臣
経済産業大臣 ○ ○ 初 瀬 水 路 厚生労働大臣 ○

埼玉合口二期
厚生労働大臣
農林水産大臣
国土交通大臣

○ ○ 布 目 ダ ム 国土交通大臣 ○ ○ ○

印 旛 沼 開 発
厚生労働大臣
農林水産大臣
経済産業大臣

○ ○ ○ 比 奈 知 ダ ム 国土交通大臣 ○ ○ ○

北総東部用水 農林水産大臣 ○ 一 庫 ダ ム 国土交通大臣 ○ ○ ○

成 田 用 水 農林水産大臣 ○ 日 吉 ダ ム 国土交通大臣 ○ ○ ○

東 総 用 水
厚生労働大臣
農林水産大臣 ○ ○ 正蓮寺川利水

厚生労働大臣
経済産業大臣
国土交通大臣

○ ○

利根川河口堰 国土交通大臣 ○ ○ ○ ○ ○ 淀 川 大 堰 国土交通大臣 ○ ○

霞 ヶ 浦 開 発 国土交通大臣 ○ ○ ○ ○ 池 田 ダ ム 国土交通大臣 ○ ○ ○ ○ ○

霞 ヶ 浦 用 水
厚生労働大臣
農林水産大臣
経済産業大臣

○ ○ ○ 早 明 浦 ダ ム 国土交通大臣 ○ ○ ○ ○ ○

浦 山 ダ ム 国土交通大臣 ○ ○ ○ 新 宮 ダ ム 国土交通大臣 ○ ○ ○

滝 沢 ダ ム 国土交通大臣 ○ ○ ○ 高 知 分 水
厚生労働大臣
経済産業大臣 ○ ○

房 総 導 水 路
厚生労働大臣
農林水産大臣
経済産業大臣

○ ○ 富 郷 ダ ム 国土交通大臣 ○ ○ ○

豊 川 用 水
厚生労働大臣
農林水産大臣
経済産業大臣

○ ○ ○ 旧吉野川河口堰等 国土交通大臣 ○ ○ ○ ○

愛 知 用 水
厚生労働大臣
農林水産大臣
経済産業大臣

○ ○ ○ 香 川 用 水
厚生労働大臣
農林水産大臣
経済産業大臣

○ ○ ○

岩 屋 ダ ム 国土交通大臣 ○ ○ ○ ○ 両筑平野用水
厚生労働大臣
農林水産大臣
経済産業大臣

○ ○ ○

木 曽 川 用 水
厚生労働大臣
農林水産大臣
経済産業大臣

○ ○ ○ 寺 内 ダ ム 国土交通大臣 ○ ○ ○ ○

長 良 導 水 厚生労働大臣 ○ 筑 後 大 堰 国土交通大臣 ○ ○ ○ ○

阿 木 川 ダ ム 国土交通大臣 ○ ○ ○ ○ 筑後川下流用水 農林水産大臣 ○

長良川河口堰 国土交通大臣 ○ ○ ○ ○ 福 岡 導 水 厚生労働大臣 ○

味 噌 川 ダ ム 国土交通大臣 ○ ○ ○ ○

目　　　　　　　　　　的
洪水
調節
等

施設名 主務大臣
河川の流
水の正常
な機能の
維 持 等

農業

用水

水道

用水

工業

用水

施設名 主務大臣

目　　　　　　　　　　的
洪水
調節
等

河川の流
水の正常
な機能の
維 持 等

農業

用水

水道

用水

工業

用水

注１）　期首の施設一覧を示す。
注２）　表中の特記事項
　　　　※　利根大堰等及び秋ヶ瀬取水堰等は、目的に浄化用水の取水・導水を含む。
注３）　矢木沢ダム、奈良俣ダム、下久保ダム、草木ダム、浦山ダム、滝沢ダム、岩屋ダム、味噌川ダム、徳山ダム、高山ダム、青蓮寺ダム、
　　　比奈知ダム、池田ダム、早明浦ダム、新宮ダム、高知分水、富郷ダム及び両筑平野用水では、発電等に係る業務を受託している。
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（中期目標期間における取組）

ストックマネジメントに伴う施設改築■

用水路等事業

木曽川右岸施設緊急改築事業は、ストックマネジメント手法に基づく施設機能保全

計画調査結果を踏まえて緊急に改築が必要な施設について平成２１年度に事業に着手

し計画的な施設改築を図った。

また、福岡導水事業、豊川用水二期事業及び両筑平野用水二期事業について、計画

的な施設改築を図り、福岡導水事業については、平成２４年度に事業を完了させさせ

た。

中期目標期間における達成状況

ストックマネジメントに伴う施設改築については、計画的な施設改築を図って

きているところであり、中期計画に掲げる目標については、本中期目標期間中、

着実に達成できたものと考えている。
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（３）計画的で的確な施設の整備

③特定事業先行調整費の制度の活用

（中期目標）

ダム等建設事業において、特定事業先行調整費制度等を活用することにより、

工期の遅延やこれに伴うコスト増を回避し、事業の計画的かつ的確な実施に努め

ること。

（中期計画）

ダム等建設事業の計画的かつ的確な実施、事業計画変更等によるコスト増の抑

制及び財政負担の平準化を図るため、特定事業先行調整費制度を活用して円滑な

事業執行を図る。

なお、特定事業先行調整費制度を活用して平成１７年度、平成１８年度に次の

とおり徳山ダム建設事業に支弁した資金については、引き続き的確に回収する。

支弁した事業年度 支弁額 回収期限

平成１７年度 ６，９９３百万円 平成２０年度

平成１８年度 ７，８００百万円 平成２３年度

（中期目標期間における取組）

特定事業先行調整費の制度の活用■

一般にダム、調整池等の本体工事は、経済的な工程で実施するために一時的に多額

な事業費を要する。一方、事業費の財源である国等の財政支出は平準化が求められる

上、公共事業予算は年々減少されるなど厳しい状況にある。

このため、機構の自己資金を活用し、国の交付金の一部に相当する資金として一時

的に支弁することにより、計画的かつ的確な事業の実施を図る「特定事業先行調整費

制度（以下「特先制度」という。）」が制度として認められており、この特先制度を

徳山ダム建設事業へ適用し、平成１７年度及び平成１８年度において、機構の自己資

金（約１４６億円）を同事業に係る国の交付金の一部に相当する資金として一時的に

支弁することにより、計画的かつ的確な事業の実施を図った。

第２期中期目標期間においては、平成１７年度及び平成１８年度に徳山ダム建設事

業に支弁した資金のうち第１期中期目標期間に回収した残額１１，１３５百万円全額

を回収した。
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特先制度を導入しない場合 特先制度を導入した場合

図－１ 特先制度導入の効果（イメージ）

中期目標期間における達成状況

前中期目標期間において、特定事業先行調整費制度を適用して徳山ダム建設事

業に支弁した資金全額について、的確に回収したことから目標を達成したものと

考えている。
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（４）環境の保全

（中期目標）

業務の実施に当たっては、環境の保全について配慮することとし、自然環境保

全対策、地球温暖化対策、良好な景観形成等に取り組むこと。

（中期計画）

水資源の開発又は利用と自然環境の保全との両立を目指し、「環境に関する行

動指針－環境対応の基本的考え方編－」に基づき、環境保全への取組を着実に実

施することにより、事業実施区域及びその周辺の自然環境の適切な保全を図る。

また、温室効果ガスの排出削減、景観に配慮した施設整備などに取り組む。

（中期目標期間における取組）

環境の保全■

取組内容は、１．（４）①～⑧（Ｐ．１７０～Ｐ．２０６）に記載のとおりである。

中期目標期間における達成状況

１．（４）①～⑧（Ｐ．１７０～Ｐ．２０６）に記載された取り組みにより、

中期計画に掲げる目標については、本中期目標期間中、着実に達成できたものと

考えている。
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（４）環境の保全

①自然環境の保全

１）建設事業における自然環境保全の取組

（中期目標）

業務の実施に当たっては、環境の保全について配慮することとし、自然環境保

全対策、地球温暖化対策、良好な景観形成等に取り組むこと。

（中期計画）

新築及び改築事業においては、動植物、生態系、水質及び景観等自然環境の保

全を図るため、自然環境調査及び環境影響予測を実施し、必要に応じて影響を回

避、低減及び代償するための環境保全対策を講じるとともに、モニタリング調査

を実施し、その効果を検証する。

特に、面的な地形改変を伴うダム工事の実施にあたっては、環境巡視などによ

り現況を把握し、必要に応じて改善対策等を講じるほか、環境保全協議会の設置

や工事ごとに環境保全管理担当者の配置を行い、工事関係者と一体となって環境

保全に取り組む。

（中期目標期間における取組）

建設事業における自然環境保全の取組■

１．環境保全対策

中期目標期間に新築及び改築事業のうち１０事業（思川開発、武蔵水路改築、木曽

川水系連絡導水路、川上ダム、丹生ダム、大山ダム、小石原川ダム、豊川用水二期、

香川用水施設緊急改築及び両筑平野用水二期）では、動植物、生態系、水質及び景観

等自然環境の保全を図るため、自然環境調査や環境影響予測を実施し、このうち８事

業（思川開発、武蔵水路改築、川上ダム、大山ダム、小石原川ダム、豊川用水二期、

香川用水施設緊急改築及び両筑平野用水二期）においては、環境への影響を回避、低

減及び代償するための保全対策を講じた。

また、９事業（思川開発、武蔵水路改築、川上ダム、丹生ダム、大山ダム、小石原

川ダム、豊川用水二期、香川用水施設緊急改築及び両筑平野用水二期）では、モニタ

リング調査を実施し、実施した対策の効果を検証しているところである。

なお、これらの取組にあたっては、必要に応じて外部専門家等の指導・助言を得て

実施した。

さらに、４事業（思川開発、川上ダム、大山ダム及び小石原川ダム）においては、

環境巡視などにより現況を把握し、必要に応じて保全対策等を講じたほか、工事関係

者と一体となって環境保全に取り組むため、環境保全協議会を定期的に開催するとと

もに、工事ごとに環境保全管理担当者を配置することにより、環境保全に関する対応

（工事現場内巡視、作業規制、現場立ち入り規制、環境保全に関する教育等）の周知

徹底を図った。

また、平成２２年度には徳山ダム建設事業における環境保全対策が平成２２年度土
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木学会環境賞を受賞した。土木学会環境賞は「土木技術・システムを開発・運用し、

環境の保全・創造に貢献した画期的な業績およびプロジェクト」に与えられる賞で、

徳山ダムの建設にあたって実施された地形改変の抑制、立木の伐採抑制などの様々な

環境保全対策、我が国では導入実績が少ない山林公有地化への取組、希少猛禽類の生

態把握と保全対策など環境保全への貢献が評価された。

具体的な取組事例

○ 取組事例１ オオタカの保全対策（思川開発）

思川開発事業では、希少猛禽類であるオオタカの保全対策の一つとして、これま

でに事業実施区域周辺に、専門家の指導を得ながら、１５巣の代替巣を設置してい

る。その結果、平成２２年度及び平成２４年度に代替巣で繁殖に成功し、代替巣の

有効性が確認された。

また、思川開発事業では、オオタカの生息環境向上を目的に、事業用地内の林相

改善を図るため、間伐を行った。間伐後２年目以降、草本層の植被率が増加し、一

部の場所では、陽樹が確認されるなど森林環境が改善傾向にある。

写真－１ 代替巣の利用 写真－２ 設置した代替巣（近景）

（雛（左）と親鳥（右））
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写真－３ 間伐実施前 写真－４ 間伐実施後

○ 取組事例２ オオサンショウウオの保全対策（川上ダム）

川上ダムの建設が予定されている前深瀬川流域には、国の特別天然記念物である

オオサンショウウオが生息している。川上ダム建設事業では、専門家の指導や助言

をいただきながら、オオサンショウウオの保全対策を検討している。

堰などの河川を横断する構造物の移動経路として、これまでに試験的に設置して

いたオオサンショウウオ道や人工巣穴の効果について調査を行った結果、平成２２

年度には、オオサンショウウオ道を使って上流へ遡上している様子が確認された。

平成２４年度には、タイプの異なるブロック積みを用いたオオサンショウウオ道に

おいても上流へ遡上している様子が確認され、人工巣穴において初めて産卵に成功

し、これらの保全対策の有効性が、現地試験において確認された。

写真－５ オオサンショウウオ道 写真－６ オオサンショウウオ道を

（スロープ型） 使った遡上状況（赤円内）
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写真－７ オオサンショウウオ道 写真－８ オオサンショウウオ道を

（ブロック積み型） 使った遡上状況（赤円内）

写真－９ 試験的に設置した人工巣穴 写真－１０ 人工巣穴内の卵塊（赤円内）

○ 取組事例３ 植物「アカササゲ」の保全（大山ダム）

大山ダム建設事業では、植物の重要な種のうち、事業の影響が大きいと予測され

る１１種について、事業の影響を受けない場所へ移植するなどの保全対策を行うこ

とにしている。これらの植物のうち、アカササゲ（マメ科のツル性植物で、環境省

のレッドリストで絶滅危惧ＩＡ類に分類されている）については、移植などに関す

る情報が乏しいため、有識者の指導を得ながら、移植方法の比較試験を行い、最適

な移植手法を見出した。

この手法に基づき、平成２１年度から事業の影響を受けない場所にアカササゲを

植えつける保全対策を本格的に行っており、平成２４年度においても移植したアカ

ササゲの生育を確認している。

成体

卵塊

成体

卵塊
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写真－１１ 試験的に生育させたアカササゲ 写真－１２ 現地移植試験

○ 取組事例４ 工事に伴う桜並木への影響軽減に向けて（武蔵水路）

武蔵水路沿川では、植樹から３０余年が経過した桜並木の風景が地域のシンボル

的存在となっている。これらの桜の一部で、武蔵水路改築工事に伴い伐採、根や枝

の切断を行うことになるため、桜に与える影響を軽減させる手法の検討を行った。

平成２２年度には、工事の影響の有無を判断するために、工事着手前の桜の生育状

況を把握する樹勢調査を実施するとともに樹木の専門家（樹木医）の指導を得なが

ら実際に根や枝を切断する試験施工を行った。平成２３年度には、試験施工の結果

を基に切断面からの腐朽菌の侵入を防ぐ工法を検討し、施工マニュアルを作成した。

平成２３年度以降マニュアルに基づき、保全対策を実施している。平成２４年度の

モニタリング調査では、切断面からの腐朽菌の侵入は確認されていない。

写真－１３ 樹木医の指導による切断調査 写真－１４ 樹木医による樹勢調査
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思川開発事業生態系保全委員会 豊川用水希少猛禽類保全検討会

写真－１５ 外部専門家等からなる委員会における審議状況

写真－１６ 環境巡視の実施状況（左：思川開発、右：小石原川ダム）

写真－１７ 環境保全協議会の開催状況（左：思川開発、右：川上ダム）
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写真－１８ 土木学会環境賞表彰状（徳山ダム）

中期目標期間における達成状況

建設事業における自然環境保全の取組については、中期目標期間に新築及び改

築のうち、１０事業で自然環境調査や環境影響予測を実施し、必要に応じて環境

保全対策を講じるなど、自然環境の保全を図るための取組を着実に実施してきて

いるところであり、中期計画に掲げる目標については、本中期目標期間中、着実

に達成できたものと考えている。
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（４）環境の保全

①自然環境の保全

２）管理業務における自然環境保全の取組

（中期目標）

業務の実施に当たっては、環境の保全について配慮することとし、自然環境保全

対策、地球温暖化対策、良好な景観形成等に取り組むこと。

（中期計画）

管理業務においては、施設管理が施設周辺の自然環境に与える影響の把握が必要

な場合などには、自然環境調査を実施するとともに、その結果に応じて必要な環境

保全対策を実施する。

また、関係機関、利水者、地域住民等と協議を行い、ダム下流河川等の環境保全

のため、ダム下流河川への堆積土砂還元、フラッシュ放流等の取組を積極的に推進

る。

（中期目標期間における取組）

■ 管理業務における環境保全の取組

１．ダム下流への堆積土砂還元

ダム下流河川等の環境保全のため、関係機関、利水者、地域住民等と協議を行い、

ダムの堆積土砂の還元を、平成２０年度は８施設、平成２１年度は９施設、平成２２

年度は９施設、平成２３年度は１１施設、平成２４年度は９施設で実施した。

程度の差はあるものの、「付着藻類の剥離」、「粗粒化の改善」、「生物生息環境の改

善」といった効果が得られている。

また、下久保ダムでは、土砂掃流試験に係る実施方法やその結果について情報を共

有するとともに、意見交換を行うことを目的に、「神流川土砂掃流懇談会」を開催し

ている。

※下流河川への土砂還元：河川にダムができると貯水池に土砂が溜まるため、ダム下流河川内に運搬、置き土し、

ダムからの放流水によって下流河川へ流下させる取組

具体的な取組事例

ダム下流河川への土砂還元の取り組み

阿木川ダムの下流河川では、上流から流れてくる土砂が少なくなったことから、

地元漁協から「ダム下流に砂を流し、アユの餌となる付着藻類の良好な生育環境を

復元してほしい。」との要望があった、また、ダム下流の環境調査により河床の粗

粒化が確認されたこともあり、貯水池上流に堆積した土砂を下流河川に還元する試

験を実施している。
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これまでの試験では、投入した土砂により出水時に河床の巨石に厚く付着した古

い藻類や汚れが洗い流され、新たにアユの餌となる藻類が多く付着し、アユのはみ

跡がみられるなど、アユの生息環境が改善されていることが確認されている。

土砂投入の有無による藻類付着状況とアユのはみ跡

２．洪水等を利用した下流河川の流況改善の試み

下流河川の流況改善については、平成１５年度から寺内ダムにおいてダム下流の河

川環境の保全や向上を行うために、ダムの弾力的管理試験※１を開始した。平成１８

年度には草木ダム及び一庫ダム、平成１９年度には下久保ダムにおいて同様の取組を

始め、下流河川の環境改善に取り組んでいる。

一時的にダムに貯め込んだ水を、魚類の産卵に必要な水深の確保、河川の瀬切れ防

止、魚道機能の維持や河川景観の保全などの目的に応じてダムからの維持流量に上乗

せして放流し、モニタリングにより、その効果検証を行った。

平成２２年度から開始した銅山川ダム群（新宮ダム、柳瀬ダム、富郷ダム）が連携

し、新宮ダム下流の河川環境を改善するため、環境用水を増量して影井堰から通常(０．

１７ｍ3/s)より多い流量を流して、下流の河川環境への影響を調査する社会実験を実

土砂採取

1

土砂投入

土砂還元

２

投入直後

還元後

地点：１

地点：１

土砂投入あり土砂投入なし アユのはみ跡
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施した。また、魚類の餌となる藻類の更新を促進させるなどの目的で、洪水期に向け

て制限水位までダムの貯水位を低下させる時期等に、ダム放流量を一時的に増やすフ

ラッシュ放流※２を、平成２０年度は８施設、平成２１・２２・２３・２４年度は７

施設で実施した。

※１ 弾力的管理試験：ダムの洪水調節容量内に一時貯留した水をダム下流の河川環境改善のために放流し、そ

の効果を評価する取組。

※２ フラッシュ放流：ダムが建設されてダム下流の河川流況が平滑化されるため、人工的に流量変動を加える

放流を行うこと。

３．浚渫土砂を活用した前浜造成

霞ヶ浦開発では、港湾、舟溜、樋門、樋管周辺に堆積した土砂を浚渫によって取り

除き、この浚渫土砂等を活用して、護岸前面に植生基盤、前浜を造成した。なお、平

成２３・２４年度は、東北地方太平洋沖地震により湖岸堤が被災したことなどから、

前浜造成はできなかった。

実施前 実施後

前浜造成の状況

今後、中期目標等における目標を着実に達成すると見込む理由

管理業務における自然環境保全の取組として、引き続きダム下流への堆積土砂

還元、フラッシュ放流を実施した。

これらの取組を継続することにより、中期目標等に掲げる目標については、本

中期目標期間中、着実に達成できたと考えている。
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（４）環境の保全

②温室効果ガスの排出削減

（中期目標）

業務の実施に当たっては、環境の保全について配慮することとし、自然環境保

全対策、地球温暖化対策、良好な景観形成等に取り組むこと。

（中期計画）

管理用の小水力発電、太陽光発電などのクリーンエネルギーの活用など、地球

温暖化対策に資する施設整備を進めるとともに、徹底した省エネルギー対策に取

り組むなど、機構の地球温暖化対策実行計画に基づいて温室効果ガスの排出削減

を推進する。

また、国等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関す

る法律（平成１９年法律第５６号）に基づき、温室効果ガス等の排出の削減に配

慮した契約の推進を図る。

（中期目標期間における取組）

温室効果ガスの排出削減■

１．クリーンエネルギーの活用

小水力発電については、採算性の見込まれる霞ヶ浦用水小貝川発電所※の建設工事

に着手し、平成２３年５月から運用を開始した。これにより、平成２３、２４年度で

は１，４１５ＭＷｈを発電し、このうち施設管理用の電力として６９ＭＷｈを使用し

たことにより温室効果ガス２９ｔ－ＣＯ２の排出を削減した。さらに、余剰電力１，

３４６ＭＷｈについては、電力会社へ売電したことで温室効果ガス５６９ｔ－ＣＯ２

の排出の削減に寄与した。

また、室生ダム初瀬水路取水塔地点の小水力発電施設整備の建設に着手した（平成

２５年度完成予定）。このほか、「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達

に関する特別措置法」の施行により発生電力買取価格が上昇したことから、過去実施

した導入可否検討の見直し等を行い、採算性の見込まれる豊川用水大島ダム、同宇連

ダム、三重用水中里ダム、愛知用水佐布里池流入工において実施設計を実施し、建設

工事着手にむけ、準備を進めた。

※霞ヶ浦用水小貝川発電所・発電施設の諸元：

［有効落差］ 最大１７m

［使用水量］ 最大０．７６９m
3
／s

［最大出力］ １１０kW

［発生電力量］ 約８１０MWh／年（一般家庭約２２０戸分に相当）

［ＣＯ２削減効果］ 約４１０t-CO2／年（一般家庭約８０戸分に相当）

［設置場所］ 茨城県筑西市辻地内（県道明野野々田線 黒子橋付近の小貝川右岸側）
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太陽光発電については、調整池の水面を利用した大規模太陽光発電システムの実用

化を目指し、設置コストの削減及びモジュール冷却による発電効率の向上のための技

術開発並びに長期運用における耐久性及び安定性の確認のための実証実験及び解析を

実施し、実験終了後は、当該太陽光発電設備を有効活用し、温室効果ガス排出削減や

緊急時の非常用電源としての活用を試行することを目的として、愛知用水及び木曽川

用水において太陽光発電設備設置に着手し、平成２５年度からの運用を予定している。

このほか、房総導水路東金ダム、群馬用水管理所及び西部揚水機場において詳細設計

を実施した。

阿木川ダムをはじめ、管理用発電設備を有するダム（阿木川ダム、室生ダム、布目

ダム、比奈知ダム、一庫ダム、日吉ダム及び東郷調整池（愛知用水））では、最大限

の発電量を確保するため、ダムの水位を低下させる場合は、発電設備の最大放流量の

制約下で可能な限り発電設備を通して放流するように努めた。中期目標期間に、管理

用発電設備により２０４，６８６ＭＷｈを発電し、このうち施設管理用の電力として

２６，５１７ＭＷｈを使用し、余剰電力１７８，１６９ＭＷｈについては、電力会社

への売電を行った。さらに、大山ダム建設事業においては、平成２３年１１月より管

理用発電設備の試験運用を開始し、平成２５年３月までにに２，７７０ＭＷｈ（うち、

ダム管理用使用６１２ＭＷｈ、余剰電力売電２，１５８ＭＷｈ）を発電した。これら

の管理用発電設備に運用により、施設管理用の電力の使用量を減らしたことで、中期

目標期間に、温室効果ガス１１，１６４ｔ－ＣＯ２の排出の削減、余剰電力を売電し

たことで７４，６１０ｔ－ＣＯ２の排出の削減に寄与した。

２．機構の地球温暖化対策

「独立行政法人水資源機構地球温暖化対策実行計画（以下「実行計画」という。）」

に基づき、温室効果ガスの排出抑制等をより一層推進していくため、全社掲示板にこ

れまでの事業所毎の温室効果ガス排出量実績を掲示し、その取組を促した。また、内

部研修で職員の意識高揚を図るとともに、環境マネジメントシステムを運用して電気

使用量の省力化に努めた。

平成２４年度における全ての事業活動に伴う温室効果ガス排出量は９８，１１９ｔ



- 184 -

-ＣＯ２
※（実行計画策定時の排出係数を用いて算出）であり、実行計画において温室

効果ガスの排出の抑制目標の基準年度としている平成13年度に比べて、４，８４２ｔ

-ＣＯ２（４．７％）減少し、温室効果ガス排出量の削減目標（平成24年度までに１，

６５０ｔ-ＣＯ２以上削減）を達成することができた。

※ 地球温暖化対策実行計画策定時（平成20年８月）に用いた排出係数0.555ｋｇ－ＣＯ２／ｋＷｈ等で算出した。

なお、平成21年度からの報告義務に則って電気事業者ごとに公表されている排出係数を用いて算出すれば、平

成24年度の温室効果ガス排出量は87,044ｔ-ＣＯ２となる。

図－１ 温室効果ガス排出量の推移

平成２４年度の中部地方においては、夏場の深刻な電力不足が予想されたため、中

部電力(株)から徳山ダム管理所に対し発電量増電に係る放流量増量の協力要請が平成

２４年7月１７日になされた。これに対し徳山ダムでは、中部電力(株)が施工する徳

山水力発電所工事のために、１０月初旬から１０月下旬までの間にダム貯水位を低下

する予定であったが、この貯水位低下時期を夏場の電力需要ピーク期間である８月１

日～３１日（１０時～１７時）に前倒しすることで、発電量を増加させることとした。

このことで、河川管理者、自治体、漁協等の河川利用者との調整を中部支社及び徳山

ダム管理所が中心となって行い、平成２４年７月３０日に増電に繋がる前倒しの放流

について関係者間で合意に達した。

この放流の結果、徳山ダム下流にある４つの水力発電所において当該期間中に日あ

たり平均１０，０３２Kwの電力を増電した。これは、一般家庭約３千３百世帯分※）
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に相当するものであり、電力不足の解消に貢献した。

※）１世帯あたり３Kw利用として算出。

３．温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進

国等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関する法律に基

づき、電気の供給を受ける契約については、平成２４年度から環境への負荷の低減に

関する取り組み状況等の基準を満足する者による一般競争入札とした。

また、使用に伴い温室効果ガス等を排出する物品の購入等に係る契約（当面は自動

車の購入及び賃貸借に係る契約が対象）については、平成２２年７月から実施してい

る。

中期目標期間における達成状況

機構の地球温暖化対策実行計画に基づき、温室効果ガスの排出削減の取組を推

進している。また、クリーンエネルギーを活用した発電設備については、１ヵ所

で運用を開始し４ヵ所で工事着手前の段階にまで準備を進め、さらに、温室効果

ガスの排出の削減等に配慮した契約手続については、新たに電気の供給を受ける

契約を加えて自動車の購入等と併せて実施した。

これらの取組を継続することにより、中期計画に掲げる目標については、本中

期目標期間中、着実に達成できたものと考えている。
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（４）環境の保全

③景観に配慮した施設設備

（中期目標）

業務の実施に当たっては、環境の保全について配慮することとし、自然環境保

全対策、地球温暖化対策、良好な景観形成等に取り組むこと。

（中期計画）

地域の価値を高めるとの観点から、全事務所で、景観の良質な空間形成につい

ての点検を行い、新築・改築・修繕において景観に配慮した施設整備に取り組む。

（中期目標期間における取組）

景観に配慮した施設設備■

１．景観点検

職員の景観に対する意識の向上を図り、施設の新築、改築、修繕における景観に配

慮した施設整備に反映させるため、平成２１年度に全事務所において職員自らが冬季

の景観点検を実施し、平成２２年度に季節の違いに着目した点検を実施した。

点検の結果、景観上良いと感じる施設、改善が必要と感じる施設及び季節の違いに

よる景観の変化を確認でき、改築、修繕を行う際の基礎資料とすることができた。

写真－１ 景観点検結果の整理（左：冬季の点検、右：夏季の点検）

※ 冬季の点検では、シルバーのら旋階段が目立ち悪い景観と評価する者が多かったが、

夏季の点検では、植物が繁茂したことによってら旋階段が目立たなくなり、良い景観

と評価する者が多くなった。
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２．景観に配慮した施設整備

各事務所で統一した思想に基づく施設整備を実施するため、平成２３年度に地域特

性等を考慮した景観コンセプトを事務所毎に作成した。施設整備にあたっては、施設

毎に景観コンセプトに基づく具体的方針について検討し、本社確認の上、整備を行う

こととした。また、今後の施設整備の参考となるよう施設整備後には、整備状況を整

理するとともに評価を行うこととした。

中期目標期間には、１９事務所（利根導水総合事業所、沼田総合管理所、利根川下

流総合管理所、荒川ダム総合管理所、下久保ダム管理所、草木ダム管理所、群馬用水

管理所、豊川用水総合事業部、木曽川用水総合管理所、岩屋ダム管理所、味噌川ダム

管理所、琵琶湖開発総合管理所、木津川ダム総合管理所、日吉ダム管理所、池田総合

管理所、香川用水管理所、筑後川局、両筑平野用水総合事業所及び大山ダム建設所）

で、景観に配慮した施設整備を実施した。

なお、平成２４年度には利根大堰（利根導水総合事業所）が、行田市が主催する「浮

き城のまち景観賞」（第７回）を受賞した。「浮き城のまち景観賞」は、行田市の良

好な自然風景や造形的に優れた建築物等を表彰するもので、平成７～９年度にかけて

実施した魚道改築により、サケやアユの遡上数を増加させ、自然環境の保護に寄与し

ていること及び堰下流側からの眺めた場合、堰背後に赤城山を望むことができ、壮大

なスケール感のある景観が展開されることが評価された。

具体的な取組事例

○ 取組事例１

武蔵水路（利根導水）では、水路の改築に伴う橋梁の架替にあたって、景観コン

セプトに基づく施設の具体的方針の検討に加え、模型を活用した検討を行い、有識

者の指導・助言を得ながら施設整備を行った。

具体的には、アーチデザインの適用により、よりスリムでソフトなイメージを橋

梁に与えるとともに頂版部にはスリットを施し、アーチ形状を強調させ、リズム感

を演出した。また、地覆部を張り出すことにより、橋梁側面に陰影を創出し、季節

毎に異なる表情が見られるような工夫を施した。

写真－２ 模型を活用した検討 写真－３ 整備状況
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○ 取組事例２

琵琶湖開発総合管理所では、「大きな琵琶湖、広い空、周辺の山々・ヨシ原・砂

浜・樹林・田園・集落・市街地等の周辺地域と調和させる。」という景観コンセプ

トを作成し、景観コンセプトに基づく施設整備を行った。

例えば、漂砂による樋門前面の閉塞対策のために、漂砂防止堤（突堤）の設置に

あたっては、琵琶湖に向かって張り出す構造物となることから、できるだけ自然な

色や表面の質感となるよう配慮することとした。具体的には、可能な範囲で自然石

の石張を行い、琵琶湖岸の景観との調和を図ることができた。なお、石張に用いた

石材は、別工事の発生材であり、コスト縮減も図ることができた。

写真－４ 漂砂防止堤

３．手引書の作成

施設の新築、改築、修繕において、景観に配慮した施設整備を進めるため、その参

考となるよう平成２０年度に景観配慮の基本的な考え方や留意事項、景観点検の方法

等をまとめた手引書案「景観に配慮した施設整備に向けて」を作成した。

平成２３年度には、上記景観点検結果をとりまとめ、手引書案に事例集として反映

し、平成２４年度には、平成２３年度に確立した景観検討手順・体制及び同検討手順

に基づき平成２３～２４年度に実施した施設整備事例をとりまとめ、手引書案に反映

した。

中期目標期間における達成状況

景観に配慮した施設整備については、全事務所で景観点検を実施するとともに

景観に配慮した施設整備に向けて、景観検討の手順・体制を確立し、これに基づ

き施設整備を進めているところであり、中期計画に掲げる目標については、本中

期目標期間中、着実に達成できたものと考えている。
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（４）環境の保全

④建設副産物等の有効利用等

（中期目標）

業務の実施に当たっては、環境の保全について配慮することとし、自然環境保

全対策、地球温暖化対策、良好な景観形成等に取り組むこと。

（中期計画）

循環型社会の形成に取り組むため、次のとおり建設副産物の再資源化率、再資

源化・縮減率及び有効利用率の目標値を定め、建設工事により発生する建設副産

物について、発生を抑制するとともに、その有効利用を行う。

目 標 値

建 設 副 産 物 平成20年度 平成21,22年度 平成23,24年度

アスファルト・コンクリート塊〔再資源化率〕 99％ 99％ 99％

コンクリート塊〔再資源化率〕 99％ 99％ 99％

建設発生木材〔再資源化率〕 75％ 85％ 87％

建設発生木材〔再資源化・縮減率〕 95％ 95％ 95％

建設汚泥〔再資源化・縮減率〕 75％ 80％ 82％

建設混合廃棄物〔再資源化・縮減率〕 H12に対し H17に対し H17に対し

50％削減 30％削減 35％削減

建設廃棄物全体〔再資源化・縮減率〕 91％ 94％ 95％

建設発生土〔有効利用率〕 95％ 95％ 95％

また、貯水池等の流木の有効利用については、流木が流入する全ダムや堰にお

いて取り組むとともに、施設周辺の刈草等についても処理方法の検討を行い有効

利用を図る。

（中期目標期間における取組）

建設副産物等の有効利用等■

工事により発生する土砂、コンクリート塊、伐採木などの建設副産物の抑制を図る

とともに、発生した建設副産物は再資源化するなど有効に利活用している。

また、ダム等に流入する流木や施設周辺で発生する刈草等についても有効に活用し

ている。

１．再資源化率、縮減率・有効利用率

水資源機構は公共工事を実施する機関として、建設副産物対策推進の先導的な役割

を担うため、国土交通省が定めた数値目標を参考に、建設副産物のリサイクルにかか

る目標値を定め、着実に実施することとしている。
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平成２０年度から平成２４年度は全ての項目で目標値を達成した。

図－１ 平成２０～２４年度建設副産物の有効利用実績

２．流木、刈草の有効利用の取り組み

循環型社会の形成に向けた取組として、機構の管理するダム等のうち、流木が流入

する全ダムや堰等（３２施設※１）において貯水池内の流木の有効利用に取り組んだ。

刈草の有効利用については、水路施設（秋ヶ瀬取水堰、群馬用水、豊川用水、愛知

用水、香川用水など）を含むダム等施設において、刈草の堆肥化等を行い一般の方に

配布する等の刈草等を有効利用する取組を行っている。

流木の有効利用の方法としては、現状のまま配布、流木アートへ活用してもらう方

法、薪、堆肥、チップ等、また、刈草の有効利用としては、堆肥等に処理しての配布

といった地域で活用してもらう方法が主となっている。

平成２０年度から平成２４年度までの流木、刈草の有効利用を行った施設数等は以

下のとおりである。

※１ ３２施設（特定施設全２２ダム＋５ダム（牧尾、宇連、大島、大野頭首工、江川）、５堰（利

根川河口堰、長良川河口堰、旧吉野川河口堰、筑後大堰、木曽川大堰）

ｱｽﾌｧﾙﾄ・

ｺﾝｸﾘｰﾄ塊

コンクリー

ト塊

建設発生

木材

建設発生

木材
建設汚泥

建設混合

廃棄物

建設廃棄

物全体

建設発生

土

目標率H20 99 99 75 95 75 50 91 95

目標率H21,22 99 99 85 95 80 30 94 95

目標率H23,24 99 99 87 95 82 35 95 95

再資源化・縮減率等H20 100 100 96 100 100 70 99 96

再資源化・縮減率等H21 100 100 99 99 96 70 98 97

再資源化・縮減率等H22 100 100 99 99 99 37 99 99

再資源化・縮減率等H23 100 100 99 99 99 70 98 98

再資源化・縮減率等H24 100 100 99 100 100 39 99 100
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（％） 再 資 源 化 率 再 資 源 化 ・ 縮 減 率 有 効 利 用 率
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表－１ 流木を有効利用した施設数と有効利用数

Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 合計

施設数 13 15 15 18 15

有効利用量 約3,400 約5,090 約5.019 約9,570 約4,090 約27,169

（空m3 ※２）

表－２ 刈草を有効利用した施設数と有効利用数

Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 合計

施設数 17 31 29 28 31

有効利用量 約78,130 約63,730 約27,600 約16,800 約27,800 約214,060

（空m3 ※２）

※２ 空ｍ
３
とは、空隙を含んだ容量。

中期目標期間における達成状況

設計段階から発生材の再資源化・縮減の推進に努めることにより、中期計画

に掲げる建設副産物のリサイクル目標値（平成１９年度までの設定値）について

は達成できた。また、流木・刈草の有効利用について継続して取り組むこと等に

より着実に実施した。

これらの取り組みにより、中期計画に掲げる目標については、本中期目標期間

中、着実に達成できたものと考えている。
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（４）環境の保全

⑤環境物品等の調達

（中期目標）

業務の実施に当たっては、環境の保全について配慮することとし、自然環境保

全対策、地球温暖化対策、良好な景観形成等に取り組むこと。

（中期計画）

環境物品等の調達については、国等による環境物品等の調達の推進等に関する

法律（平成１２年法律第１００号）に基づき行うこととし、特定調達品目につい

ては、「環境物品等の調達の推進に関する基本方針（平成１９年閣議決定）」に

規定された判断の基準を満たしたもの（特定調達物品等）を１００％調達する。

ただし、特定調達品目のうち、公共工事については、同基本方針に規定された目

標に基づき、的確な調達を図る。

（中期目標期間における取組）

環境物品等の調達■

「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成１２年法律第１００号）」

第７条の規定に基づき、平成２０年度以降毎年度「環境物品等の調達の推進を図るた

めの方針（以下「調達方針」という。）」を定め、各事務所において、調達方針に規定

された調達目標どおり調達を行った。

平成２０年度～２４年度においては、調達方針に規定された調達目標どおり、国が

定めた基本方針に規定された判断の基準を満たしたものを１００％調達した。

なお、公共工事について平成２０年度～平成２４年度は、調達方針において調達目

標値を設定した品目は１００％調達し、目標値を設定していない品目については調達

方針に従って使用可能な範囲においてその使用を推進した。

中期目標期間における達成状況

「国等による環境物品等の調達の推進に関する法律」に基づき、毎事業年度、

機構の「環境物品等の調達の推進を図るための方針」を定め、適切な調達に努め

ることにより、中期目標期間中、調達方針に対し１００％の調達を達成できてお

り、中期計画に掲げる環境物品等の調達については、目標を着実に達成できた。
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（４）環境の保全

⑥環境保全意識の向上

（中期目標）

業務の実施に当たっては、環境の保全について配慮することとし、自然環境保

全対策、地球温暖化対策、良好な景観形成等に取り組むこと。

（中期計画）

職員の環境に対する意識と知識の向上を図るため、本社・支社局及び全事務所

において環境学習会を開催する。

また、環境に関する専門的知識を職員に修得させるため、中期目標期間中延べ

２００人以上の職員に、外部の機関又は機構自らが実施する専門研修を受講させ

るとともに、環境に関する意識等を高めるため、中期目標期間中延べ１，０００

人以上の職員を対象に、環境カリキュラムのある研修を受講させる。

（中期目標期間における取組）

環境保全意識の向上■

１．環境学習会

職員の環境に対する意識と知識の向上を図ること、工事や調査の関係者への環境保

全に対する意識の啓発を図ることを目的として、毎年度、本社・支社局及び全事業所

において環境学習会を開催した。また、環境学習会には、地域の方々、利水者等にも

参加を呼びかけ、機構の環境保全の取組に対し、理解を得るよう努めた。中期目標期

間に環境学習会には、機構職員や工事関係者、地域住民など延べ約３５，５００人が

参加した。

表－１ 環境学習会の開催状況

全体 他参加者有りの回数

学習会・講習会 150 77 4,042 20 1,323

野外実習を伴う学習会 80 34 1,204 14 276

体験学習会 70 68 6,228 81 14,575

出前講座 68 68 7,382 12 545

合計 368 247 18,856 127 16,719

機構単独開催 他機関と共催

開催回数環境学習会の形態
参加者数 開催回数 参加者数
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具体的な取組事例

○ 取組事例１

本社では、平成２３年１１月１日に機

構役職員を対象に、自然の森林のシステ

ムに沿った混植・密植による「ふるさと

の木によるふるさとの森づくり」と題し

て、森林再生に関する講演会を実施した。

講演会では横浜国立大学名誉教授の宮

脇昭氏を講師に招き、水源林等流域の森

林保全の重要性と実践的な森林再生の取

り組みに関する知識を深めることができ

た。

（機構役職員４４名が参加）

○ 取組事例２

荒川ダム総合管理所では、平成２３年

６月２７日に機構職員を対象に滝沢ダム

の入波沢で巻き枯らし作業の野外実習を

実施した。

実習は、常緑針葉樹林から落葉広葉樹

林への林相転換を図ることによりクマタ

カの生息環境を改善することを目的に地

元森林組合が実施している巻き枯らしに

ついて、森林組合の指導のもと実際に体

験するものである。これにより、巻き枯

らし作業の習得に努めるとともに森林保

全に関する知識と意識の向上を図った。

（機構職員１２名が参加）

○ 取組事例３

岩屋ダム管理所では、馬瀬川下流漁業協

同組合の協力のもと、平成２４年５月２１

日に地元の下呂市立東第一小学校の４年生

を対象に、水生昆虫調べと稚鮎の放流体験

を実施した。

体験学習会では、ダムの構造や役割、ダ

ム管理の仕事、川の豊かさについての講義

の後、水生昆虫を採取し、指標生物による

河川の水質分類を実施する等、岩屋ダムが

写真－３ 体験学習会

（岩屋ダム管理所）

写真－１ 学習会・講演会

（本社・総合技術センター）

写真－２ 野外実習を伴う学習会

（荒川ダム総合管理所）
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位置する馬瀬川の自然環境について学習した。

（小学校１２名、馬瀬川下流漁業協同組

合、機構職員９名が参加）

○ 取組事例４

琵琶湖開発総合管理所では、平成２２年

５月２７日、７月６日、１１月２６日及び

１月１４日に、小学３年生から高齢者に至

る幅広い年齢層を対象として、出前講座を

実施した。「琵琶湖と淀川のつながり」、「琵

琶湖の水はどこから来ている？」、「琵琶湖

の水質や生息する生物」と題した講義やパ

ックテストによる水質検査を実施した。

（４日間延べ合計：１５３名、機構職員

１４名が参加）

２．環境研修

環境研修には、中期目標期間に延べ２１６名（計画値は延べ２００名以上）の職員

が外部機関及び機構内部の環境専門研修を受講し、延べ１，０５７名（計画値は延べ

１，０００名以上）の職員が環境に関するカリキュラムを設けた内部研修を受講した。

写真－４ 出前講座

（琵琶湖開発総合管理所）
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表－２ 中期目標期間の環境専門研修の受講状況

名 称 実 施 機 関 機構の受講者数

環境保全特別研修 独立行政法人水資源機構 ８５名

水質管理特別研修 〃 １１１名

水環境研修 環境省環境調査研究所 ２名

地球温暖化対策 〃 １名

環境影響評価研修 〃 １名

環境パートナーシップ研修 〃 １名

国際環境協力基本研修 〃 １名

国際環境協力技能応用研修 〃 １名

河川環境研修 国土交通大学校 ３名

環境ＧＩＳ研修 〃 １名

農村計画・農村環境基礎 農村工学研究所 １名

環境配慮講習会 農林水産省関東農政局 １名

環境技術 農林水産省東海農政局 ２名

自然環境再生 （財）全国建設研修センター ３名

建築環境 〃 ２名

計 ２１６名

表－３ 中期目標期間の環境に関するカリキュラムを設けた一般研修の開催状況

名 称 受講者数 名 称 受講者数

事務・技術初級研修 ７３名 水路業務研修 ２９名

事務・技術中級研修 ９２名 経営企画特別研修 １０１名

事務・技術準上級研修 １４０名 管理業務研修 ８５名

事務・技術上級研修 ２４６名 施設管理研修 ２２名

管理職Ⅰ研修 ７１名 管理課長等会議 ８０名

管理職Ⅱ研修 ９４名 工務課長会議 ２４名

計 １，０５７名

環境保全特別研修では、環境保全に精通した人材を育成し、機構事業における環境

保全の取組に活かすことを目的として、自然環境に関する知見や環境調査に関する実

践的な知識・技術を修得するため、環境保全の考え方、保全対策事例等に関する講義

及び野外実習を実施した。野外実習では、群馬県片品村において学識経験者等を講師

に招き、地元の群馬県立尾瀬高等学校の自然環境科の生徒とともに植物や哺乳類等に

関する実践的な調査実習と調査結果の評価演習を実施した。この野外実習の様子は、

平成２２年度にＮＨＫ、平成２４年度に上毛新聞の取材を受け、報道された。

水質管理特別研修では、水資源開発施設における水質保全の意義を理解し、水質に

関する基礎的知識、技術を修得させることを目的として、水質保全の考え方、水質調

査並びにデータ解析に関する講義及び実習を実施するとともに、浄水場の現地見学を

行った。
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写真－５ 野外調査実習（群馬県内） 写真－６ 水質調査実習（臭気判定）

（環境保全特別研修） （水質管理特別研修）

中期目標期間における達成状況

環境保全意識の向上については、職員の環境に対する意識と知識の向上を図る

ため、毎年度、本社・支社局及び全事務所において環境学習会を開催した。また、

環境に関する研修については、中期目標期間に延べ２１６名（計画値は延べ２０

０名以上）の職員が外部機関及び機構内部の環境専門研修を受講し、延べ１，０

５７名（計画値は延べ１，０００名以上）の職員が環境に関するカリキュラムを

設けた内部研修を受講しており、中期計画に掲げる目標については、本中期目標

期間中、着実に達成できたものと考えている。
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（４）環境の保全

⑦環境マネジメントシステムの運用

（中期目標）

業務の実施に当たっては、環境の保全について配慮することとし、自然環境保

全対策、地球温暖化対策、良好な景観形成等に取り組むこと。

（中期計画）

環境保全の取組を着実に推進していくために、ＩＳＯ１４００１に基づく環境

マネジメントシステムの運用の拡大を図る。

（中期目標期間における取組）

環境マネジメントシステムの運用■

機構では、環境マネジメントシステムの国際規格であるＩＳＯ１４００１の認証を

平成１６年１２月に本社（総合技術センターを含む。）で取得して以来、前中期目標

期間に筑後川局、筑後大堰、大山ダム建設所、小石原川ダム建設所、寺内ダム管理所、

両筑平野用水総合事業所、川上ダム建設所、長良川河口堰管理所、琵琶湖開発総合管

理所及び筑後川下流総合管理所、の１１事業所で取得してきた。

今中期目標期間には、環境マネジメントシステムの運用事業所数の拡大に向けた取

組として、平成２１年度に関西管内（関西支社、木津川ダム総合管理所、一庫ダム管

理所及び日吉ダム管理所）の４事業所、平成２３年度に吉野川局管内（吉野川局、池

田総合管理所、旧吉野川河口堰管理所及び香川用水管理所）の４事業所、平成２４年

度に関東管内、中部支社管内（利根導水総合事業所、思川開発建設所、沼田総合管理

所、利根川下流総合管理所、荒川ダム総合管理所、千葉用水総合管理所、下久保ダム

管理所、草木ダム管理所、群馬用水管理所、霞ヶ浦用水管理所、中部支社、豊川用水

総合事業部、木曽川水系連絡導水路建設所、愛知用水総合管理所、木曽川用水総合管

理所、岩屋ダム管理所、阿木川ダム管理所、味噌川ダム管理所、徳山ダム管理所、三

重用水管理所）の２０事業所において、ＩＳＯ１４００１の認証を取得した。

、

中期目標期間における達成状況

環境マネジメントシステムの運用については、中期目標期間に新たに２８事業

所においてＩＳＯ１４００１の認証を取得してきているところであり、中期計画

に掲げる目標については、本中期目標期間中、着実に達成できたものと考えてい

る。
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（４）環境の保全

⑧環境情報の発信

（中期目標）

業務の実施に当たっては、環境の保全について配慮することとし、自然環境保

全対策、地球温暖化対策、良好な景観形成等に取り組むこと。

（中期計画）

環境保全の取組等を取りまとめた「環境報告書」を作成し、公表する。

（中期目標期間における取組）

環境情報の発信■

１．環境報告書の作成・公表

毎年度、機構が実施した環境に関する様々な取組を取りまとめ、「環境報告書」と

して作成し、ホームページへ掲載するなどの方法により公表を行い、アンケートとと

もに関係機関に配布した。

なお、環境報告書の作成・公表は、平成１７年４月１日から施行された「環境情報

の提供の促進等による特定事業者等の環境に配慮した事業活動の促進に関する法律

（平成１６年法律第７７号）」の規定に基づいている。

「環境報告書」の作成にあたっては、前年度のアンケート結果を踏まえ、例えば文

章を簡潔に記載し、専門用語を使用する際には注釈を多く記載する等、読みやすく理

解しやすい内容となるよう配慮したほか、平成２２年度から報告書の内容と信頼性の

向上を図るため、報告書に関する学識経験者の意見を聴取して、報告書の内容に反映

し、平成２３年度から報告書の概要版を作成してホームページへ掲載するなどの改善

を図った。

また、利害関係者とのコミュニケーションツールとして、報告書の活用の機会を増

やすため、利水者や関係機関との会議、打合せ等において報告書を配付、説明を行い、

機構の環境保全の取組について理解を得ることを目的として、積極的な活用を図った。

なお、「環境報告書２０１２」は、環境省及び（財）地球・人間環境フォーラムが

主催する第１６回環境コミュニケーション大賞の環境配慮促進法特定事業者賞を受賞

した。受賞にあたっては、報告書の内容に加え、内部監査、外部監査を含め環境マネ

ジメントシステムを有効に活用していること、環境保全を軸にした地域活動への参加

・協力、概要版を作成し、取組概要を知ってもらえるようコミュニケーションを計ろ

うとしている努力等が評価された。
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２．環境に関する技術情報の発信

環境に関する技術や取組について、積極的な情報発信に努めるため、中期目標期間

に８８件の論文等を学会、専門誌等に発表した。また、機構が公開で行っている「技

術研究発表会」においても、環境に関する１１１件の論文を発表した。

写真－１ 環境報告書２０１２ 写真－２ 第三者意見の掲載

写真－３ 環境コミュニケーション大賞表彰状
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中期目標期間における達成状況

環境情報の発信については、毎年度「環境報告書」を作成、公表するとともに

報告書の内容と信頼性の向上を図るため、報告書に関する学識者の意見を聴取し

報告書に反映する等改善を図っている。また、環境に関する技術や取組について、

論文等を学会、専門紙等に発表してきているところであり、中期計画に掲げる目

標については、本中期目標期間中、着実に達成できたものと考えている。
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